
第１期越谷市こども計画（第４章）　令和７年度進捗状況報告調書

1：こども・若者の権利と安全を守る
(1)こども・若者の権利擁護を重視した環境づくり 廃止

①こども・若者の権利の擁護 ―

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

1 1 1

こどもの権利等啓発活動 　児童虐待防止推進月間などの機会に、児童虐待に
関するパンフレットやポスターなどを活用した啓発
活動を行います。

①子ども虐待防止オレンジリボン運動普及啓発のた
め、オレンジリボン運動ピンバッジ、オレンジリボン
を配布した。
②国・県が作成したポスターの掲示と、リーフレット
やパンフレットを窓口で配布するとともに、関係機関
にもポスター掲示とリーフレット等の配布を依頼し
た。

①オレンジリボン運動ピンバッジ、オレンジリボンを配布。
②国が作成した児童虐待防止ポスター等の配布。
・ポスター　540部
・リーフレット　5,430部

継続 こども家庭センター

1 1 1

越谷市子ども憲章の
啓発活動

　将来を担うこどもが、夢と希望を持ち、自ら考
え、行動するための指針である「子ども憲章」を、
青少年健全育成啓発冊子や各種イベントの配布資料
等に掲載し、啓発を推進します。

　青少年を対象とした事業や青少年関係団体の会議に
おける資料、健全育成啓発用クリアファイル等に掲載
した。

1　青少年を対象とした事業や青少年関係団体会議資料への
掲載
2　啓発用クリアファイルの配付
　 ※啓発用クリアファイルを7月の「青少年の非行・被害防
止全国強調月間」の啓発活動として、市内高等学校・大学へ
の配架を行った。また、11月の市民フォーラムにおいても参
加者へ配付を行った。（合計859枚） 継続 青少年課 こども政策課

1 1 1

人権教育推進事業 　人権教育研修会の実施や児童生徒用の人権教育
リーフレットの作成・配布等を行い、こどもの権利
擁護についての意識を高めます。

各学校の人権教育・男女平等教育の年間指導計画に基
づく、人権教育を実施した。また、指導課主催の市内
教職員対象人権教育研修会、各学校における人権教育
研修会を実施するなど教職員の研修を充実させた。

(1)転入・新採用教職員対象人権教育研修会　4回
(2)管理職対象人権教育研修会　校長1回　教頭1回
(3)各学校における人権教育校内研修　44校
(4)市内小学生用人権学習資料を作成・配付
(5)市内教職員へ「人権教育の窓」配付1回 継続

指導課

1 1 1

若年層に向けた
男女共同参画の啓発

　できるだけ早い段階から男女共同参画の考え方を
身につけられるよう、児童生徒や保護者に対し男女
共同参画に関する啓発資料の配布などを実施しま
す。

市立小学校6年生全員に「越谷市男女共同参画推進条
例」のこどもリーフレットを配付するとともに、ホー
ムページに掲載した。

小学６年生及びその学級担任に配付
【配付数】2,933部

継続

人権・男女共同参画
推進課

1 1 1

人権相談 　人権擁護委員と連携し、こどもの人権問題を含め
た市民が抱える人権に関する悩みや心配事を解決す
るため、人権相談所を開設し、助言・援助等を行い
ます。

　毎月第1・3木曜日に越谷市本庁舎において、特設人
権相談所を開設したほか、老人福祉センターにおいて
出張による特設人権相談所を開設した。

①特設人権相談所
【日時】毎週第1・3木曜　13：00～16：00（年間24回）
【場所】越谷市役所本庁舎4階相談室
②出張による特設人権相談所
【日時】令和8年1月22日（木）　11：00～13：00
【場所】越谷市立老人福祉センターひのき荘 継続

人権・男女共同参画
推進課

1 1 1

人権啓発活動 　人権擁護委員と連携し、市民一人ひとりの人権意
識の高揚を図るため、越谷市民まつりや人権週間に
おいてこどもの人権問題を含めた人権に関する啓発
活動を行います。

　越谷市民まつりの会場において、人権擁護委員の活
動紹介や人権啓発ポスターの掲示、啓発物の配布など
の啓発活動を行い、中学生1名を1日人権擁護委員に委
嘱し、ともに啓発活動を行った。
　また12月の人権週間の期間で、人権擁護委員の活動
紹介や小・中学生による人権標語、人権作文コンテス
ト優秀賞受賞作品の掲示、人権啓発ポスターの掲示、
人権作文パネルの展示、啓発物の配布などの啓発活動
を行った。

①越谷市民まつり
【日時】令和7年9月28日（日）
【アンケート回答者数】500人
【啓発物配布数】500セット
②人権週間
【日時】令和7年12月1日（月）～12月5日（金）
【場所】越谷市役所エントランス棟１階
【啓発物配布数】　150セット

継続

人権・男女共同参画
推進課

1



②こども・若者の意見の尊重や参画の促進

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

1 1 2

こども・若者の意見の尊
重や参画の促進

こども・若者に関わる事業について、こども・若者
の意見が十分反映されるよう配慮します。また、計
画策定や事業実施などへの参加を積極的に進めま
す。

　こどもの権利条例の制定について検討を行い、他自
治体の事例調査を実施した。

1　他市の事例調査（条例制定までの流れや条例内容の確認
等）

継続 子ども施策推進課 こども政策課

③各種こども相談事業の充実

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

1 1 3

家庭児童相談室 家庭におけるこどものしつけや行動、親子関係な
ど、心配や悩みがある人に対して、専任の家庭児童
相談員が、電話や面談により相談を受け、助言・指
導を行います。

家庭における児童の問題について、専任の相談員を２
人配置し、交代で面接・電話相談、指導等を行い、児
童の健全育成、子育て家庭への支援を図った。

1　開催日　　毎週月曜日～金曜日　午前9時～午後4時
2　開催場所　中央市民会館4階　第6相談室
3　相談件数　延べ475件

継続 こども家庭センター

1 1 3

児童館の子ども家庭相談 専任の子ども家庭相談員が発育や生活習慣、遊びに
ついてなど、相談及び助言を行うとともに、他の相
談機関との連携を図ります。

　子育てに関する悩みや家庭内での問題について、各
館1人の専任の相談員を配置し、面接・電話相談、助言
等を行い、児童の健全育成、子育て家庭への支援を
図った。

1　児童館コスモス
　(1)開設日数　178日（R7年度は、7月1日～実施）
　(2)相談件数　409件

2　児童館ヒマワリ
　(1)開設日数　238日
　(2)相談件数　424件 継続 青少年課 こども政策課

1 1 3

青少年相談室 悩みを抱える青少年や青少年の非行、問題行動で悩
んでいる保護者等の相談を受け付けます。

　週4日（月・火・水・金）に専門の相談員が対応し、
青少年の非行、問題行動で悩んでいる保護者や悩みを
抱えている青少年を対象に相談事業を実施した。

1　相談件数　201件

継続 青少年課 こども家庭センター

1 1 3

教育相談事業 ４歳児から中学生までの就学相談や小学生から中学
生までのいじめや不登校等、教育相談を月曜日から
土曜日まで行います。メール相談は随時受け付けま
す。

　教育相談の中で保護者への指導、支援を行った。担
当内での事例検討会において対応の研修を行い、こど
も家庭センター、児童相談所等との連携の下、ケース
に応じた具体的な対応策について共通理解を図った。
また、要保護児童対策地域連絡協議会を通じて情報交
換を行った。

1　1回あたり面談時間　40分
2　延べ来所相談者数　6,271人
　　うち　不登校　　  2,071人
　　　　　発達相談　  1,300人
　　　　  就学相談　  2,094人

継続 教育センター

1 1 3

児童精神カウンセリング 市立病院において、臨床心理士により、専門的な相
談を受け付けます。

　毎週金曜日に小児科専門医が専門外来（思春期外
来）、毎週月・火・水・木・金曜日に臨床心理士が専
門外来（カウンセリング外来）として対応している。
また、入院患者に対しても継続的なカウンセリングを
行っている。

延べ相談者（外来患者）数　867件

継続 市立病院庶務課

④こどもに対するいじめ防止対策の拡充

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

1 1 4

いきいきアンケートの実
施

一人一台のタブレットで市内全小中学生を対象とし
た調査を実施し、学校と教育委員会が同じ視点に立
ち、潜在的ないじめについて早期発見・早期対応に
取り組むとともに、些細ないじめも見逃さないよ
う、教職員の認知に関する意識向上を図り、今後の
生徒指導・教育相談に関する取組を充実させます。

市内全小中学生を対象とした調査を実施した。学校と
市教育委員会が同じ視点に立ち、潜在的ないじめにつ
いて早期発見・早期対応に取り組むとともに、些細な
いじめも見逃さないよう、教職員の認知に関する意識
向上を図り、今後の生徒指導・教育相談に関する取組
を充実させた。

年１回６月上旬にタブレット端末を使用して実施
市内小中学校児童生徒約２４６９０名

継続 指導課

1 1 4

「トラブル相談ホットラ
イン」の運用

一人一台のタブレットから、こどもたちがより手軽
にSOSを発信できるツールで、教育委員会がホット
ラインの投稿を確認します。投稿があれば学校へ連
絡し、組織対応を開始します。

投稿に対し、学校へ連絡を行った。児童・生徒のSOSに
対し、確認を促し、組織対応が行えるよう運営を行っ
た。

投稿数合計１１３件
投稿の内訳で、最も多かったのは「場所」は「学校」。「内
容」は「言葉で嫌な思い」であった。

継続 指導課

1 1 4

スクールロイヤーの配置 虐待やいじめのほか、過剰な要求や学校事故への対
応等の諸課題について、初期対応の段階から予防的
に弁護士等に関わってもらうことで、法的見地に基
づく学校への支援等、こどもたちへの最大の利益を
図ります。

いじめ、保護者対応に関する相談、各種書面のリーガ
ルチェック、保護者が代理人弁護士を立てた際の立ち
合い、各学校への巡回相談を実施した。

学校による法務相談：１５件
指導課からの法務相談：１５件
リーガルチェック：３件
保護者が代理人弁護士を立てた際の立ち合い：４件
市内全小中学校への巡回相談 拡大 指導課
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⑤こどもの虐待防止対策の拡充 ―

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

1 1 5

要保護児童対策地域協議
会

適切な支援を図るために、要保護児童等に関する情
報交換や支援等の内容に関し、協議及び調整を行っ
ています。

越谷市要保護児童対策地域協議会にて、関係機関との
連携強化を進めるとともに、実務者会議開催により要
保護児童の実情把握と支援策について共有した。

1　開催回数
　（1）要保護児童対策地域協議会代表者会議
       1回
　（2）要保護児童対策地域協議会実務者会議
       12回
　（3）個別ケース検討会議
       48回
　（4）児童虐待防止に向けた研修会
    　1回「不十分な養育環境で育つ子どもたちとその家族
への支援～児童養護施設での経験から～」 継続 こども家庭センター

1 1 5

児童福祉に係る相談、指
導

子育てに関しての不安や悩み等の相談を受け、適切
な指導・助言を行うとともに、他の機関への案内を
行います。また、市内の児童福祉施設や学校、児童
相談所など関係機関との連携を図り、虐待の発生予
防、早期発見と早期対応に努めます。

社会福祉主事が、子育てに関しての不安や悩み等及び
乳幼児の発達に関する相談を受け、適切な指導・助言
を行うとともに、他の機関へあっ旋や紹介を行った。
また、市内の児童施設や学校、児童相談所など関係機
関との連携を図り、虐待の発生の予防、早期発見と早
期対応に努めた。

相談件数：1,050件

継続

こども家庭センター

1 1 5

居住実態が把握できない
児童に関する調査

住民票はあるものの保健福祉サービスを受けていな
いこどもなど、居所不明児童の実態を把握します。

住民基本台帳登録はあるものの、保健福祉サービス等
を受けていない子どもや音信不通のこどもなど、居所
不明児童の実態調査を行った。

R7.6.1時点で居住実態が把握できない児童数：17人
対象児童全員をR8.2.28までに居住実態を把握できた。
【確認対象児童として判断した主な事由】
①乳幼児健康診査未受診等：12人
②未就園：0人
③不就学等：0人
④児童手当等の支給事務に必要な届出や手続を行っていな
い：5人
【状況確認ができた児童の確認方法】
①目視等：13人
②東京出入国在留管理局に出国照会：4人
③信頼性に確信が持てる情報を入手：0人 継続

こども家庭センター

1 1 5

児童相談所等との連携 必要に応じて専門的診断や助言・同行調査等の協力
を依頼し、立入調査や一時保護の判断を求めていま
す。

こどもに関する専門的な知識及び技術を要する支援に
ついて、医学的、心理学的等の判定を必要とする場合
には、児童相談所の判定を求めるなど他の専門機関と
の連携を図り支援を行った。

ー

継続

こども家庭センター

1 1 5

民生委員・児童委員、
主任児童委員活動

地域の身近な存在として、民生委員・児童委員が各
種相談に応じます。また、児童福祉を専門的に担当
する主任児童委員が、民生委員・児童委員の支援を
行うとともに、児童相談所、学校、保健所等の機関
との連携により、こどもの虐待防止に努めます。

1　地域の身近な相談・支援
　自宅訪問等を通じて、子育てに関するさまざまな相
談を受けたり、適切な指導や情報の提供を行う。悩み
ごとの早期解決を図ると共に、内容に応じた関係機関
を紹介し問題解決の支援をした。
　また、学校や関係課の専門機関からの要請等によ
り、見守りや声掛けを行い、情報共有を行うことで地
域での生活を支援している。
2　主任児童委員部会
　主任児童委員としての役割や日々の活動について、
市内13地区の主任児童委員が集まり、会議や情報共
有、研修を行っている。
3　主任児童委員研修
　主任児童委員部会や埼玉県社会福祉協議会主催等の
研修会にて、知識の取得や支援技術の研鑽に努めてい
る。

1　相談・支援件数(分野別)
　(1)こどもに関すること　988件
 （2）要保護児童の発見・通告・仲介　28件
2　主任児童委員部会（研修）
　開催回数　年　3回

継続

福祉総務課

1 1 5

民生委員・児童委員、
主任児童委員の確保

民生委員・児童委員や主任児童委員など、子育て支
援に携わる担い手の確保に努めます。

3年に一度の委員改選の年度であり、自治会からの委員
選出依頼、主任児童委員選出のための地区準備会開
催、イベントでの活動ＰＲなどを実施している。

1 イベントでの活動ＰＲ
　実施回数　3回

継続
福祉総務課

1 1 5

ＤＶ、デートＤＶ防止の
啓発

交際相手やパートナーからの暴力を防止するため、
講座の開催等による啓発を実施します。

若年者にデートＤＶ防止のための意識啓発を図るた
め、男女共同参画支援センターにおいて、パネル展示
を実施した。

【開催日】令和7年11月5日（水）～11月30日(日)
【内容】パネル展「好きなのに…一緒にいるのがつらい
「デートDV」してない？されてない？」 継続

人権・男女共同参画
推進課

3



⑥こども・若者のいのち支える取組の推進 ―

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

1 1 6

ＳＯＳの出し方に関する
教育

教育委員会や各学校と連携し、教材やグループワー
クを活用した、生徒向けのSOSの出し方に関する教
育を実施します。

教育委員会や各学校と連携し、教材やグループワーク
を活用した、生徒向けのSOSの出し方に関する教育を実
施した。

1　開催回数　2回
2　参加者数　828人

継続 こころの健康支援室

1 1 6
教職員に対する研修等の
実施

教育委員会出前講座を利用し、教職員向けにゲート
キーパー研修を実施します。

教育委員会出前講座を利用し、教職員向けにゲート
キーパー研修を実施した。

1　開催回数　2回
2　参加者数　64人 継続 こころの健康支援室

1 1 6

市民向けのゲートキー
パー研修

市民向け、地域向けのゲートキーパー研修を実施
し、市民の自殺対策への意識の向上に取り組みま
す。

市民向け、地域向けのゲートキーパー研修を実施し、
市民の自殺対策への意識の向上に取り組んだ。

1　開催回数　1回
2　参加者数　25人

継続 こころの健康支援室

1 1 6

性的少数者の理解啓発、
支援の推進

性の多様性についての理解を促進するため、市民、
事業者、職員、教職員向けの人権啓発研修等を実施
します。

　管理職対象に当事者団体の方を講師に迎え、性的マ
イノリティについての研修を行った。また、監督職対
象に市職員として性的少数者に配慮するために研修を
行った。また、市民向けに、身近で影響力の大きいア
イドルは異性愛が前提でSOGIが顧みられないが、アイ
ドル表象を切り口に、根底にある異性愛主義の視点を
見逃さず、性の多様性を考えていく講座を実施した。

①管理職対象
【日時】令和8年1月23日（金）
【参加者数】26人（副課長級）
【内容】ＬＧＢＴＱなどの性的マイノリティについて
②監督職対象
【日時】令和7年10月10日（金）
【参加者数】60人
【内容】職員対象の性的少数者（ＬＧＢＴＱ等）に配慮した
対応ガイドラインについて
③市民対象
【日時】令和7年6月18日（水）18：30～20：30
【場所】男女共同参画支援センター「ほっと越谷」
【参加者数】31人
【内容】『アイドル・コード』異性愛主義の視点から考える

継続

人権・男女共同参画
推進課

⑦ヤングケアラーへの支援

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

1 1 7

ヤングケアラーの実態に
関する調査

ヤングケアラーの実態調査を行い、全体数の把握に
努め、こどもやその家族にとって必要な支援、求め
られている支援を検討し、ヤングケアラー支援の実
施に努めます。

教育センターが市内の学校に通う児童にヤングケア
ラーのアンケートを実施した。こども家庭センターと
しては、今後の支援について検討していく。

ー

継続
子ども施策推進課
こども家庭センター こども家庭センター

1 1 7

ヤングケアラーのための
相談支援体制の整備

本来大人が担うとされている家事や家族の世話など
を日常的に行うことで、学業や交友関係に支障をき
たしてしまう恐れのあるこどもに寄り添い、必要な
支援を繋ぐことができる支援体制整備に努めます。

R8.4発行に向けて「越谷市ヤングケアラー支援の手引
き」の作成準備を行った。

ー

継続 こども家庭センター

1 1 7

学校におけるヤングケア
ラーのための支援体制の
整備

ヤングケアラーとされる児童生徒を適切に支援でき
る体制整備のために、教職員を対象としたヤングケ
アラー支援研修を実施します。

　こども家庭センターの職員を講師として招聘し、学
校の教育相談主任に対してヤングケアラー支援研修を
実施を行った。

1 開催回数  1回
2 参加者数 44名

継続 教育センター

(2)安全で生活しやすい環境づくり
①安全な道路交通環境の整備

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

1 2 1

交通安全対策事業

交通事故の未然防止や歩行者・自転車利用者等の安
全確保を図るため、危険箇所や交通事故発生箇所な
どに交通安全施設（道路反射鏡・道路照明灯・道路
標識など）の設置や緊急かつ応急的に対策が必要な
箇所の整備（区画線・すべり止めなど）等を行いま
す。通学路の安全対策等に関する各学校の要望につ
いては、教育委員会と連携を図ります。

　危険箇所や交通事故発生箇所等に交通安全施設（道
路反射鏡・道路照明灯・道路標識等）の設置や、区画
線の整備を行った。

道路照明灯・・・・・・         　  70基
道路反射鏡・・・・・・           　10基
区画線・・・・・・・・          5,165ｍ
道路標識・・・・・・・    　　　    7基
啓発看板・・・・・・・       　　  58枚

継続 道路総務課

1 2 1
道路新設改良事業

新設道路及び既設道路の歩道整備を行います。 安全な歩道空間の確保を図るため、歩車道の分離の整
備を推進した。

歩道の新設等　　L＝10.8m
継続 道路建設課

1 2 1
新規道路の歩道整備

市街地開発事業による新規道路の歩道整備を行いま
す。

安全な歩道空間の確保を図るため、歩車道の分離の整
備を推進した。

歩道の新設等　　L＝162m
継続 市街地整備課
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②安全教育の推進

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

1 2 2

交通安全教育の推進 事故や不審者から児童生徒を守るための危機管理マ
ニュアルを作成するとともに、交通安全教室や避難
訓練、不審者への対応等の訓練を実施します。ま
た、スクールガード・リーダーを中心として家庭・
学校・地域が一体となった防犯体制の充実を図りま
す。

「登下校防犯プラン」を受け、市内全小・中学校1年生
保護者及び小中学校の協力のもと、防犯の観点による
危険個所の抽出を電子申請を使って行い、後に越谷警
察及び関係各課と合同点検を行い。対策を順次行っ
た。
　新入学児童全員に防犯ブザー等を配付した。市内幼
稚園・こども園・小中学校担当者と保護者が一同に会
す「交通安全教育推進のつどい」を実施した。「ス
クールガード・リーダー研修会」を実施し、児童生徒
の安全を守るための学校・家庭・地域の連携による取
組の充実を図った。

1　防犯ブザー等配布数　約3,000個
2　交通安全教育推進のつどい
3　スクールガード・リーダー研修会

継続 指導課

1 2 2

交通安全指導事業 登校時における児童の交通安全対策として、交通指
導員による交差点等での安全指導を行います。ま
た、こどもが正しい交通ルールやマナーを身につけ
られるよう、小学校・幼稚園・保育所等において、
交通安全教室を開催するとともに、保護者が行う交
差点等での安全活動について指導を行います。

市内小学校の通学路における危険箇所に交通指導員を
配置し、登校する児童の安全確保を図った。また、小
学校や幼稚園等において交通安全教室を実施し、児童
及び園児、保護者等に対して交通安全についての指導
及び啓発を行った。
　また、自治会や老人福祉センター等において交通指
導員を派遣した出張講座を行った。
さらに、自転車の交通事故防止対策として、中学生を
対象にスタントマンが事故を再現し、恐怖を体験する
スケアード・ストレイト教育技法を用いた交通安全教
育を開催した。

1　交通指導員の配置　70人
2　交通安全教室の実施　111回 19,222人
　(1)幼　児　 46回　4,189人
　(2)小学生   40回　10,836人
　(3)中学生    5回　2,950人
　(4)PTA等　   7回　207人
　(5)高齢者　  7回　253人
　(6)その他　  6回　787人

継続 くらし安心課 防犯・交通安全室

③こどもを犯罪から守る安全なまちづくり

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

1 2 3

地区青少年指導活動

各地区の青少年指導員を中心に青少年非行防止パト
ロール等を実施します。

　各地区青少年指導員協議会による街頭指導パトロー
ル活動及び健全育成研修会を実施した。

1　街頭指導パトロール
　(1)実施回数　　     255回
　(2)出動人数　 　　1,361人
2　健全育成研修会
　(1)開催数　　　       13回
　(2)参加者数　        599人 継続 青少年課 こども政策課

1 2 3
「子ども110番の家」活動
への支援

越谷市PTA連合会が主体として活動している「子ど
も110番の家」事業を支援します。

「子ども110番の家」表示板を設置し、子どもの安全に
寄与した。

1　設置件数　2,492件
2　作成枚数　  320枚 継続 生涯学習課

1 2 3

地域の防犯活動への支援

こどもの安全確保のため、「青色防犯パトロール」
を継続的に実施します。
また、越谷警察署等と連携しながら、犯罪抑止効果
のある街頭防犯カメラの設置の検討を行うととも
に、人の目による「ながら見守り」を推奨します。
その中で、ドライブレコーダーを「動く防犯カメ
ラ」として有効活用し、不審者情報の越谷Cityメー
ル配信と併せて、地域の見守り活動の充実を図りま
す。

自主防犯活動団体を支援するため、防犯活動グッズの
貸出を行うほか、市民の防犯意識を高めるため、防犯
講演会や出張講座を実施した。
また、こどもの犯罪から守るために、青色防犯パト
ロールを実施し、不審者情報があった場合はcityメー
ルや市ホームページにて周知を図った。
さらには、街頭防犯カメラを３００台増設したほか、
越谷市防犯カメラ設置補助金を創設し、個人や自治会
に対して、防犯カメラの設置に係る費用を補助した。

1　令和7年度までに継続して貸出している自主防犯活動用品
防犯ベスト2,988枚、腕章662枚、帽子1,631個、合図灯686
本、青色LED合図灯432本、LEDライト78本
2　防犯講演会（第31回越谷市地域安全推進大会）の開催
1回
3　平日（祝日等を除く）の午後2時30分から5時まで、地域
の安全やこどもの安全確保のための青色回転灯を装備した車
でパトロールを実施した。(自主防犯活動団体3団体+市職員)
4　不審者情報等の越谷Cityメールによる配信数　81件
5　市ホームページに不審者情報を掲載　19件
6　防犯パトロールアドバイザーによる防犯講話の実施　6回
7　補助金交付件数　900件

継続 くらし安心課 防犯・交通安全室
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④ユニバーサルデザインと外出支援の推進

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

1 2 4

授乳・おむつ交換ができ
る環境づくりの推進

乳幼児と一緒に出かけやすい環境づくりを進めるた
め、外出中の授乳やおむつ交換ができる施設（赤
ちゃんの駅など）を公共施設に設置し、気軽に立ち
寄れる環境づくりを推進します。

　公共施設等におむつ交換台やベビーチェア等を設置
し、乳幼児と一緒に出かけやすい環境づくりを推進し
た。また、産後の女性が授乳室を安心して利用できる
よう、搾乳マークを掲示した。

1　赤ちゃんの駅登録施設数　69か所（R7.12末現在。埼玉県
の施設区分が、市町村・市町村民間経由の施設）

継続 子ども施策推進課 こども政策課

1 2 4

公共サインの整備

わかりやすいまちの構造をつくるための具体的手段
として、主に公共施設への案内誘導サインの整備を
行います。また、越谷らしさの表現や景観にも配慮
した計画を進めます。

　越谷市内に設置している公共サインの周辺案内図や
誘導表示を最新の情報に更新を行った。また、破損箇
所等について、点検を行い、修繕した。

　越谷市内に設置している公共サインの周辺案内図や誘導表
示を最新の情報に更新を行った。また、破損箇所等につい
て、点検を行い、修繕した。
1　公共サイン更新　既存の公共サイン　 2か所
2　公共サイン修繕　既存の公共サイン　 6か所
3　点検箇所　　　　　　　　　 　　  104か所 継続 都市計画課

1 2 4

ノンステップバス導入促
進事業への支援

路線バスのバリアフリー化を進めるため、ノンス
テップバス導入促進事業を行う路線バス事業者に対
し、補助金を交付します。

市内バス路線においてノンステップバスを新規導入す
るバス事業者がなかったため、補助を実施しなかっ
た。

ー

継続 都市計画課

1 2 4

鉄道駅ホームドア整備事
業への支援

鉄道駅のバリアフリー化を進めるため、ホームドア
整備事業を行う鉄道事業者に対し、補助金を交付し
ます。

市内鉄道駅においてホームドア整備事業の実施がな
かったため、補助を実施しなかった。

ー

継続 都市計画課

1 2 4

ユニバーサルデザインの
促進

市街地開発事業を進めるにあたり、バリアフリーの
誘導を図るなどユニバーサルデザインを促進しま
す。

西大袋土地区画整理事業地内の幹線道路における歩道
整備に伴い、視覚障がい者誘導用ブロック整備の整備
促進を図った。

誘導用ブロック整備　　L＝72m

継続 市街地整備課

1 2 4

建築物のバリアフリー化
の促進

一定規模以上の生活関連施設の整備等について、事
業者によるバリアフリー化を促進します。

「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する
法律」や「埼玉県福祉のまちづくり条例」など、福祉
のまちづくりに関する関係法令について、県と協力し
ながら事業者に対して普及・啓発を行った。

埼玉県福祉のまちづくり条例届出件数４２件

継続 建築住宅課

⑤子育て世帯の住宅確保への支援

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

1 2 5

子育て支援住宅の指定 安心してこどもを育て、こどもが健やかに成長する
ことのできる住環境の確保を支援するため、市営住
宅の一部を「子育て支援住宅」に指定し、住宅に困
窮する子育て世帯への住宅の供給に努めます。

　市営住宅の一部に「子育て支援住宅」を指定し、住
宅に困窮する子育て世帯への住宅提供を行った。

　子育て支援住宅の戸数
　（内訳）※令和8年3月31日現在
　・西大袋中層住宅：４戸：１世帯３人が入居中
　・七左町中層住宅：３戸：３世帯７人が入居中 継続 建築住宅課
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2：親と子の健康づくりに取り組む
(1)妊娠・出産に関する支援と母子の健康づくり

①乳幼児健診等の充実

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

2 1 1

妊婦健康診査 健康診査14回（問診・診察・血圧測定・尿化学検
査・(血液検査））、超音波検査、HBs抗原検査、
HCV抗体検査、ヒト免疫不全ウイルス(HIV)抗体検
査、子宮頸がん検査等の費用助成を行います。

医療機関等に委託して妊婦健康診査を行った。 健診　1～14回  延べ受診人数　22,486人
超音波検査     延べ受診人数　 6,860人
HBｓ抗原検査　 延べ受診人数   1,872人
HCV抗体検査　　延べ受診人数   1,872人
ＨＩV抗体検査　延べ受診人数   1,819人
子宮がん検診　 延べ受診人数   1,802人 継続 こども家庭センター

2 1 1
新生児聴覚スクリーニン
グ検査

自動聴性脳幹反応(ABR)又は耳音響放射(OAE)のいず
れかによる検査の費用助成を行います。

医療機関等に委託して新生児聴覚スクリーニング検査
を行った。

受診者数　1.724人
継続 こども家庭センター

2 1 1 産婦健康診査 産婦健康診査１回分の費用助成を行います。 医療機関等に委託して産婦健康診査を行った。 受診者数　1,736人 継続 こども家庭センター

2 1 1

乳児健康診査 １か月児、4か月児、10か月児の身体測定・診察・
相談を医療機関で実施します。

　1か月児、4か月児、10か月児の身体測定・問診・診
察・相談を医療機関で実施した。

1　1か月児健康診査
(1)該当者数　1,905人
(2)受診者数　1,601人
(3)受診率　　84.0％

2　4か月児健康診査
(1)該当者数　1,890人
(2)受診者数　1,824人
(3)受診率　　96.5％

3　10か月児健康診査
(1)該当者数　2,016人
(2)受診者数　1,902人
(3)受診率　　94.3％ 継続

こども家庭センター
健康づくり推進課 こども家庭センター

2 1 1

幼児健康診査 １歳６か月児、３歳児を対象に、身体測定・問診・
診察（内科・歯科）・屈折検査（３歳児）及び保健
師・栄養士による相談を行います。

　1歳6か月児、3歳児を対象に身体測定・問診･診察(内
科・歯科)及び保健師・栄養士による相談を行った。ま
た、5歳児を対象に、二段階方式で、問診・集団観察・
身体測定・診察（内科）・保健指導を行った。

1　1歳6か月児健康診査
(1)受診者数　1,941人
(2)受診率　　95.9％
(3)集団実施回数　32回

2　3歳児健康診査
(1)受診者数　2,200人
(2)受診率　　93.2％
(3)集団実施回数　36回

3　5歳児健康診査
(1)受診者数　97人
(2)受診率　　58.8％
(3)集団実施回数　12回 継続 健康づくり推進課 こども家庭センター

2 1 1

特別発達相談 発育・発達に不安を抱える親子に対し、小児科医師
による相談のほか、保健師等による相談も行いま
す。

　発育・発達に不安を抱える親子に対し、小児科医師
による相談のほか、作業療法士や栄養士、保健師によ
る相談も実施した。

1　延べ開催回数　 47回
2　実利用人数　　 68人
3　延べ利用者数 　241人 継続 健康づくり推進課 こども家庭センター

2 1 1

１歳６か月児・３歳児
継続相談

小児科医師・言語聴覚士・保育士・公認心理師・保
健師による幼児の発達相談や療育指導を行います。

　小児科医師・言語聴覚士・保育士・心理判定員・保
健師による幼児の発達相談や療育相談を実施した。

1　延べ開催回数　 21回
2　実利用人数　　 117人
3　延べ利用者数 　167人 継続 健康づくり推進課 こども家庭センター

2 1 1
予防接種

BCG、５種混合等各種予防接種を医療機関で実施し
ます。また、未接種者に対する情報提供を行い、接
種率の向上を図ります。

5種混合、ＢＣＧ等各種予防接種を医療機関などで実施
した。また、未接種者に対する情報提供を行い、接種
率の向上を図った。

1　5種混合   延べ接種者数　7,744 人
2　BCG   　　　 接種者数   1,866 人
3　MR1期 　 　　接種者数   1,975人    等 継続 健康づくり推進課
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②妊娠期・産後の育児支援の充実

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

2 1 2

妊産婦・新生児訪問
（乳幼児家庭全戸訪問事
業）

助産師や保健師が妊産婦や新生児及び乳児のいる家
庭を全戸訪問し、妊娠・出産・育児について相談を
受け、子育ての悩みや不安の解消などを図ります。

助産師等が妊産婦や新生児のいる家庭を全戸訪問し、
妊娠・出産・育児について相談を受け、子育ての悩み
や不安の解消などを図った。

1　助産師訪問人数
　(1)産婦　　1,660人
　(2)新生児  　174人
　(3)未熟児　　 39人
  (4)乳児　　1,464人

2　保健師訪問延べ人数
　(1)妊産婦　  193人
　(2)新生児　   56人
  (3)未熟児　　 54人
　(4)乳児 　 　 88人

継続 こども家庭センター

2 1 2
養育支援訪問事業 養育支援が必要な児及び家庭を訪問し、健全な育成

を図ります。
　養育支援が必要な児及び母を訪問し、母子の健全な
育成を図った。

養育支援が必要な児及び母に対する訪問延人数
　416件 継続 健康づくり推進課 こども家庭センター

2 1 2

産後ケア事業 助産師等の看護職が、訪問型・通所型・宿泊型のい
ずれかの方法で母親の心身の回復への支援や乳房管
理、乳児の発育・発達等のチェックを行い、母子と
その家族が健やかな育児ができるように支援しま
す。

令和7年度より、産後ケア事業を必要とする方が利用で
きるように対象者を拡大し、妊娠届出時の面談等で周
知を図るとともに、委託機関において、産後ケア事業
を実施した。

利用者実人数　124人
利用者延べ人数　342人
（宿泊型：189名、訪問型：116名、通所型：37名）

継続 こども家庭センター

2 1 2

産後支援事業 助産師が出産後の母親の身体的、精神的な悩みや不
安、新生児の保育などの相談や実践的ケア（母乳ケ
ア等）のアドバイスを行うことにより、母子の孤立
や不安を軽減し、母子の心身両面の健康の保持増進
を図ります。

妊娠届出時に産後支援事業利用票を交付し、事業につ
いて案内を行うとともに、助産院において、産後支援
事業を実施した。

利用者数　208件

継続 こども家庭センター

2 1 2

乳幼児育児相談 乳幼児を対象に保健師が身体測定と育児について相
談を行い、育児不安の解消を図ります。

　乳幼児を対象に、保健師が身体測定と育児について
相談を行い、育児不安の解消を図った。

1　実施回数　53回（自由計測日18回含む）
2　来所者数
（1）親等　　延べ人数　1,270人
（2）乳幼児　延べ人数　1,090人 継続 健康づくり推進課 こども家庭センター

2 1 2

母親学級・両親学級 妊婦とその夫を対象として、栄養・歯科保健・新生
児の保育・沐浴などの講習及び実習を行います。

　妊婦とその夫を対象として、栄養・歯科保健・新生
児の保育・沐浴などの講習及び実習を行った。

1　実施回数　30回
2　参加延人数
（1）妊婦　695人
（2）夫　　347人 継続 健康づくり推進課 こども家庭センター

2 1 2

子育て支援アプリ こどもの成長の記録・予防接種の管理ができるほ
か、近隣の医療機関等を検索できるなど、紙の母子
健康手帳と併用し電子母子健康手帳として活用でき
るアプリです。妊娠週数やお子さんの月齢等に応
じ、妊婦や保護者に必要な情報を配信しています。

妊婦や保護者に必要な情報を配信することができる電
子母子手帳アプリ「子育てアプリがやっこ」を導入
し、妊娠届出時の面談等で周知を図り、アプリをとお
して市からの子育てに関する情報発信を行った。

登録者数：5144人（令和8年3月末現在）

継続 こども家庭センター

③不妊治療に関する情報提供

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

2 1 3

不妊治療の情報提供 不妊専門相談センター及び埼玉県で実施するピアサ
ポートセンター「ふわり」や助産師による電話相談
等、不妊に関する相談のできる施設などの情報提供
を行います。

　越谷市事業として実施する不妊専門相談センター及
び埼玉県で実施するピアサポートセンター「ふわり」
や助産師による電話相談について、ホームページや助
成金のリーフレットに掲載し、周知を図った。

　越谷市不妊専門相談センターについては概ね月8回実施。
電話予約またはオンラインによる面接相談（相談件数3
件）。
県事業は匿名によるもののため、件数等不明。 継続 感染症保健対策課

2 1 3

早期不妊検査費・不育症
検査費助成事業

こどもを望む夫婦が早期に検査を受け、必要に応じ
て適切な治療を開始することができるよう、検査開
始時の妻の年齢が43歳未満の方を対象に不妊検査費
及び不育症検査費を助成します。

　不妊検査及び不育症検査を行った夫婦に対し、その
費用の一部を助成した。

1　不妊検査助成件数    212件
2　不育症検査助成件数    7件
3　助成額　　　  5,830,000円

継続 感染症保健対策課
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④乳幼児期の食育・健康づくりの推進

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

2 1 4

離乳食教室 乳幼児の保護者を対象に離乳の進め方や離乳食の作
り方の教室を開催します。

　乳幼児及び保護者を対象とした教室を開催し、離乳
食の作り方の実演や試食、相談等を実施した。

1 開催回数 36回（初期16回、中期10回、後期6回、完了期4
回)
2 参加者数 322組(初期170組、中期74組、後期48組、完了
期30組) 継続 健康づくり推進課

【令和8年度～】
こども家庭センター

2 1 4
栄養相談 栄養士等が離乳食など食生活の相談を行い、育児を

支援します。
　乳幼児及び保護者を対象とした個別相談を実施し
た。

1 開催回数 12回
2 件数 209件 継続 健康づくり推進課

【令和8年度～】
こども家庭センター

(2)こどもの健やかな成長の支援
①健やかな身体づくりの推進

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

2 2 1

児童館の児童健全育成事
業

児童の協調性や、自主性、創造性を育むための遊び
や各種教室、特別イベントなど様々な事業を開催し
ます。

　児童館では、こどもの日をはじめ年間を通して、季
節的な行事、創作、運動、音楽鑑賞など様々な事業を
実施した。

1　児童館コスモス
　(1)実施事業数　   46事業
  (2)総実施回数　  1,257回
　(3)総参加者数　　23,927人

2　児童館ヒマワリ
　(1)実施事業数     47事業
  (2)総実施回数　 　 868回
  (3)総参加者数   24,365人 継続 青少年課 こども政策課

2 2 1

親子ふれあい体操教室 幼児期に親子が一緒に運動する体験として、遊び的
要素を取り入れながら平衡性、敏捷性等の運動神経
の発達を促し、また、親子のスキンシップが図れる
内容のプログラムを実施します。

　市内在住の【春期】小学1・2年生の子供、【秋
期・冬期】3歳～6歳(就学前)の子と保護者を対象
に、地域スポーツセンターにおいて開催した。
・内容
　親子でできるレクリエーション、器械体操、な
わとび、フラフープ、リズム体操等

【春期教室】
　(1)開催回数　　　　8回(5/13～7/1)
　(2)延べ参加者数　143組　286人

・講師謝礼　80,000円
　春期　1回5,000円×8回×2人＝80,000円

【秋期教室】
　(1)開催回数　　　　8回(9/9～11/11)9/23、11/4除く
　(2)延べ参加者数　134組　269人

・講師謝礼　80,000円
　秋期　1回5,000円×8回×2人＝80,000円

【冬期教室】
　(1)開催回数　　　　8回(1/6～2/24)
　(2)延べ参加者数　128組　256人
　
・講師謝礼　80,000円
　冬期　1回5,000円×8回×2人＝80,000円

継続 スポーツ振興課

2 2 1

学校保健事業 疾病の予防及び早期発見、早期治療を図るため、各
学校が児童生徒の健康診断及び学校歯科保健活動を
実施し、保健管理の充実に取り組みます。

市内小中学校の児童生徒並びに教職員に対し健康診断
を実施した。

1　児童生徒定期健康診断受診者数　24,674人
2　教職員健康診断受診者数　949人

継続 学務課

2 2 1

学校給食栄養管理事業 給食献立の研究とともに、食物アレルギーの対応に
ついて取り組みます。

・「郷土料理」を取り入れた献立の導入と紹介
・食物アレルギー対応

・郷土料理を取り入れた指導献立を月に2～3回　他、旬の食
材や地場農産物、行事食などの献立の導入。
・「特定原材料」８品目を使用しない献立の提供　2～3回/
月 継続 給食課
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②食育の推進

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

2 2 2

小・中学校における食育
の推進、保育所における
食育の充実

食生活の見直しや栄養に関することなどを、給食時
間・家庭科や総合的な学習の時間等で取り上げ、食
育を推進します。
また、保育所の保護者を対象に、栄養士による講話
を各保育所において年齢別に実施し、食の大切さに
ついて啓発します。

【保育施設課】　保護者参観等での食育講話や食育資
料の配信、給食だよりの配信等により食の大切さを伝
えた。
【給食課】学校給食については、栄養教諭等と担任の
連携による「主食」に関する指導を実施。
【給食課・指導課】
 学校給食については、栄養教諭等と担任が連携による
「主食」に関する指導を実施。

【保育施設課】
１　食育の講話・食育資料の配信　年１回
２　給食だよりの配信
　(1)配布先　公立保育所・私立保育園・認定こども園・地
域型保育施設
　(2)配布回数　　年12回
【給食課・指導課】
1　給食時間の訪問　835回
2　T・T授業（複数の教員が1クラスを担当する授業） 409回

継続

保育施設課
指導課
給食課

2 2 2

食育推進事業 市民を対象に講演会等を開催し、食育を推進しま
す。

　全世代の市民を対象に「食育講演会」を開催した。
テーマ「洗って、詰めて、食べて学ぼう！手洗い
チェッカーと3・1・2弁当箱法を体験する得々パック」

1 開催回数 1回
2 参加者数 16人

継続 健康づくり推進課

2 2 2

学校給食研究協議大会 小中学校の保護者と学校給食関係者を対象に、食に
関する講演、研究発表を行います。

１講演
　 東京大学　名誉教授　　佐々木　敏　氏
   「食べるあなたの意識が変わる！「行動栄養学」と
はなにか？」
２研究発表
　　越谷市学校保健会学校栄養士部会
　　「食べることを繋ぐ　越谷市栄養士の活動」

1　開催回数　1回
2　参加者数　120人

継続 給食課

2 2 2
学校給食の試食会 小中学校の保護者を対象に、学校給食の試食と食に

関する啓発を行います。
小中学校の保護者を対象に学校給食の試食と食に関す
る啓発を行った。

小学校　11校
継続 給食課

2 2 2

小・中学校給食だよりの
発行・ホームページ掲載
におけるレシピの充実

小中学校とその保護者を対象に、食に関する情報を
提供します。また、給食レシピのホームページを更
新し、食育の推進に努めます。

食育の大切さを啓発するために、給食課から、月1回の
発行を行っている。

月1回発行　　すぐーるによる配信（学校には予備分紙配
架）

継続 給食課

2 2 2

「朝食」についての
食育事業

就学時健康診断において家庭への朝食に関する講座
等を実施します。また、朝食に関するリーフレット
を作成し、全小中学校へ配付をし、家庭への啓発に
努めます。

１朝食講座は、就学時健康診断時に講座の時間確保が
できた23校が実施した。
２朝食に関するリーフレットを作成し、全小中学校に
配付した。

１講座を実施　小学校29校の内、23校実施。
２朝食に関するリーフレット配付数　約27,000部

継続 給食課

③食事づくり等の体験活動

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

2 2 3

クッキング保育 保育所で児童と一緒に、カレーづくり等を実施し
て、つくる喜びを体験し、食事の大切さを学ぶ機会
を提供します。

１ 体験調理
保育所で幼児が主体となって、カレーづくり、芋煮
会、和食の日、もちつき会等の調理や体験をし、つく
る喜びや食の大切さを学んだ。
2　体験学習
給食で使用する旬の野菜の「さや」や「すじ」取り、
とうもろこしの皮むきや、保育所の庭で野菜の栽培・
収穫・試食などの体験学習を実施した。

1　体験調理
　(1)公立保育所（17か所）でそれぞれ4回程度の体験調理を
実施
　(2)延べ参加者数　4,600人以上
2　体験学習
　(1)公立保育所（17か所）でそれぞれ6回程度の体験学習を
実施
　(2)延べ参加者数　7,700人以上 継続 保育施設課

2 2 3

おやこ料理教室 小学生と保護者を対象とした料理教室を開催し、食
への関心を高めます。

　夏休みを利用し、小学生と保護者を対象に開催し
た。実施は越谷市食生活改善推進員協議会に委託し
た。

1 開催回数 6回
2 参加者数 101人

継続 健康づくり推進課

2 2 3

小学生の野菜皮むき体験 小学校１・２年生を対象に、学校給食に使用するグ
リーンピースのさやむきやトウモロコシの皮むき体
験等を通じて、野菜に親しみ、食への興味関心を高
めます。

児童を対象に、学校給食に使用するグリンピースのさ
やむきやとうもろこしの皮むきを体験し、野菜に親し
み、食に関心を高める。

小学校全校（29校）実施
・４月　グリンピースのさやむき体験
・７月　とうもろこしの皮むき体験

継続 給食課
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④小児医療の充実

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

2 2 4

越谷市夜間急患診療所
運営事業

越谷市夜間急患診療所において診療を実施し、夜間
における初期救急医療体制の充実を図ります。

当診療所の小児科において、診療を実施した。 1　診療日数　　　    　365日
2　診療時間　　　　　午後8時～11時
3　延べ患者数 　　   　1,069人 継続 地域医療課

2 2 4

小児救急医療支援事業 小児の第二次救急医療体制を確保するため、小児救
急医療支援事業を実施します。

　越谷市を含む6市1町内の6病院の輪番により、小児の
休日・夜間における入院治療を要する救急患者に対応
する第二次救急医療を確保した。

1　実施日
　(1)休日昼間　　73日（日曜・祝日及び年末年始）
　(2)夜間　　　　 365日
2　小児救急搬送件数　　3,840件（6市1町分） 継続 地域医療課

2 2 4

かかりつけ医の普及・啓
発

かかりつけ医に関し、市ホームページ、広報こしが
や等を活用し普及・啓発を行います。

　かかりつけ医の啓発、市内医療機関一覧、日曜日・
祝日診療医療機関一覧、大型連休・お盆・年末年始に
おける診療実施状況等を市ホームページに掲載した。
　また、かかりつけ医に関することや、日曜日・祝日
診療医療機関一覧等が記載されたチラシを作成し、市
内公共施設や、市内各駅の広報ボックス等に配置・送
付した。

年間を通して掲載、配置した。

・チラシ配置、送付先
　公共施設等156か所(市内8駅、市外2駅含む)

継続 地域医療課

3：こどもと子育て家庭を支える
(1)子育て支援サービスの充実

①保育施設等の整備・改修等

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

3 1 1

保育施設等の整備・改修
等

地域のニーズに合わせ、保育施設等の定員枠の拡充
を計画的に行うとともに、利用児童にとっての保育
環境の改善を図るため、保育施設等の改修等を計画
的に行います。

【保育支援課】今後の就学前児童数、申込者数及び申
込率の状況等を踏まえ、整備の実施を見送った。
【保育施設課】
保育施設に通う児童にとって、より良い保育環境とな
るよう、ＬＥＤ照明設備や空調設備等の改修工事を実
施した。

【保育支援課】令和8年4月開設整備
　　整備数　小規模保育事業所　0か所
【保育施設課】実施した工事（公立保育所）
　・ＬＥＤ改修工事（深田・荻島・新方）
　・空調設備改修工事（大袋・七左）
　・床改修工事（赤山）等 継続

子ども施策推進課
保育施設課

保育支援課
保育施設課

3 1 1

こしがや「プラス保育」
幼稚園事業

３歳以降の保育ニーズに対応するため、長時間の預
かり保育を行う私立幼稚園及び認定こども園（教育
部分）を市独自の「こしがや「プラス保育」幼稚
園」と認定し、運営を支援します。

こしがや「プラス保育」利用者については、8時～18時
までの預かり保育料を原則無料として行った。

1　延べ利用者数
　　　認定こども園しらこばと幼稚園　300人
　　　認定こども園北越谷幼稚園　    313人
　　　認定こども園ぶどうぞの幼稚園　174人
　　　しらとりこども園　132人
      大袋わかばの森こども園　588人
　　　認定こども園まどか幼稚園　36人
　　　認定こども園小牧　39人
　　　越谷教会附属越谷幼稚園　408人
　　　萩原第一幼稚園　1,350人
　　　照蓮院さくら幼稚園　240人
　　　越谷わかば幼稚園　1,312人
　　　愛隣幼稚園　719人
　　　越谷くるみ幼稚園　299人
　　　精華幼稚園　459人
　　　あやの幼稚園　99人
　　　大沢幼稚園　694人
　　　アスナロ幼稚園　479人
　　　大袋幼稚園　1,443人
　　　南越谷幼稚園　156人
　　　松沢幼稚園  575人
　　　萩原第二幼稚園　744人
　　　清浄院幼稚園　444人
　　　あゆみ幼稚園　72人
　　　レイクアスナロ幼稚園　462人

継続 保育入所課 保育支援課
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②保育人材の確保と育成

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

3 1 2

保育人材の確保 保育人材の確保に向けて、新規の保育資格の取得や
就業継続等の支援に総合的に取り組みます。

市内保育関係団体等と事業内容についてすり合わせ、
令和8年度より以下の4事業を実施することとなった。
①潜在保育士向け研修
②保育園見学支援
③新卒保育士就職準備金貸付事業
④潜在保育士就職奨励金

　令和8年度からの実施に向けて準備を進めていく。

継続
子ども施策推進課
保育入所課 保育支援課

3 1 2

保育人材の育成 現任の職員の質の向上を図るため、定期的に研修等
を実施します。

市内保育施設の保育従事者等に対して研修を実施し、
職員の保育の質の向上を図った。

〇開催回数　１３回
〇累計参加人数　７１２人

継続
子ども施策推進課
保育入所課 保育支援課

3 1 2

日本版ＤＢＳへの対応 「日本版ＤＢＳ制度」の対象となる学校等の教育・
保育施設等について、設置者である市・教育委員
会、民間教育保育等事業者等の関係機関が連携し、
制度の適切な運用を行います。

「こども性暴力防止法」施行に向け、関係機関との調
整や制度対象事業実施者への周知等を行った。

1　制度関係機関との打合せを実施
2　制度対象事業実施者等へ、制度施行に係る周知
3　制度対象事業実施者等へ、制度に係る事務手続きに必要
となるシステム用アカウント作成等を依頼 継続 子ども施策推進課 こども政策課
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③多様で良質な保育サービスの充実

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

3 1 3

保育所等の質の確保・向
上のための取組強化事業

公立保育所長経験者等が「保育コンシェルジュ」と
して、保育所（園）や認定こども園、地域型保育事
業所に対し巡回等を行い、運営を支援するととも
に、保護者からのこどもの預け先などに関する相談
に応じます。

保護者や地域住民との関係構築や、利用児童への対応
等に関する実地支援、相談・助言等を行った。

○コンシェルジュ通信の発行
○巡回
・地域型保育事業所　66か所
○保育の悩み事相談シートの提出があった施設の指導・相談

継続 保育入所課 保育支援課

3 1 3

延長保育事業（時間外保
育事業）

保育短時間認定については８時間を超えた部分、保
育標準時間については11時間を超えた部分につい
て、延長保育事業を実施します。

公立保育所17か所、民間保育園34か所（認定こども園
11か所含む）、地域型保育事業所36か所で、通常保育
の前後に延長保育を実施(標短認定共通で朝7時から7時
30分まで、夕6時30分から7時までは有料延長保育。※
短時間認定では夕5時30分から有料)。

1　延べ利用者数(有料)　      47,586人
　(1)　公立保育所　　　　 　 15,412人
　(2)　民間保育園　　　      27,317人
　(3)　地域型保育事業所　     4,857人

継続 保育入所課 保育支援課

3 1 3

幼稚園の預かり保育事業
（一部）

各園において、仕事を持っている子育て中の保護者
に対応するため、一時的な預かり保育を行います。

各園において、仕事を持っている子育て中の保護者に
対応するため、あるいは専業の保護者がリフレッシュ
する時間を提供するために、一時的な預かり保育を実
施した。

1　延べ利用者数（市内在住児童分）
　(1)市内幼稚園
　　　第二愛隣こども園　　　　　　4,039人
　　　こばとの里こども園　　　　　　106人
　　　認定こども園越谷さくらの森　1,588人

　(2)市外幼稚園（参考）
　　　認定こども園こどものもり　　　 38人
　　　認定こども園みひかり幼稚園　  176人
　　　認定こども園武里幼稚園　　  1,119人
　　　認定こども園ふたば　      　  193人
　　　認定こども園さわきこども園　  125人

継続 保育入所課 保育支援課

3 1 3

一時預かり事業 保護者が急用等により、保育に困ったときやリフ
レッシュを図りたいとき、保育ステーション及び地
域子育て支援センターで一時的（時間単位）に保育
を行います。

保護者が急用により保育ができない場合などに保育ス
テーション、地域子育て支援センターで一時的に保育
を実施した。

1　延べ利用者数
　(1)保育ステーション
　　　南越谷　　　　3,437人
　　　北越谷　　　　3,602人
　　　レイクタウン　　813人
  (2)支援センター
　　　おひさまの子　　963人
 　　 にこにこ　　  　239人
 　　 ぽかぽか　　    617人
　　　すくすく　　　　350人
　　　たけのこ　　　　453人
　　　げんき　　　　1,621人
　　　きらきら　　　　362人
　　　たんぽぽ　　　　 89人
　　　越谷どろんこ保育園 72人

継続
子ども施策推進課
保育施設課

保育支援課
保育施設課

3 1 3

送迎保育事業 利便性の高い駅前の保育ステーションにおいて、送
迎バスを運行し、保育園への送迎を実施します。

利用許可児童について、駅に至便な南越谷及び北越谷
保育ステーションから送迎バスによる指定民間保育園
への送迎及びそれに伴う保育を実施した。

1　延べ利用者数
　(1)南越谷保育ステーション　　　 71人
　(2)北越谷保育ステーション　　　186人 廃止 子ども施策推進課 保育支援課

3 1 3

休日保育事業 年末年始を除き、保育ステーションにおいて保育所
等が開所していない日曜日・祝日等に保育を行いま
す。

南越谷保育ステーション、北越谷保育ステーション及
びレイクタウン保育ステーションにおいて、午前6時30
分から午後10時まで（レイクタウン保育ステーション
は午前8時から午後8時まで）の間、時間単位での一時
預かりを実施した。（ただし、年末年始は除く）

1　延べ利用者数
　(1)南越谷保育ステーション 　　　　　276人
　(2)北越谷保育ステーション 　　　　　668人
　(3)レイクタウン保育ステーション 　　115人

継続 子ども施策推進課 保育支援課

3 1 3

夜間保育事業 年末年始を除き、保育ステーションにおいて夜７時
から夜10時まで保育を行います。

南越谷保育ステーション、北越谷保育ステーション及
びレイクタウン保育ステーションにおいて、午前6時30
分から午後10時まで（レイクタウン保育ステーション
は午前8時から午後8時まで）の間、時間単位での一時
預かりを実施した。（ただし、年末年始は除く）

1　延べ利用者数
　(1)南越谷保育ステーション　　　　　  66人
　(2)北越谷保育ステーション 　　　 　 163人
　(3)レイクタウン保育ステーション　　  13人

継続 子ども施策推進課 保育支援課

3 1 3

病児保育事業 保育所等に通っている児童が病気又は病気の回復期
にあり、集団保育の困難な期間、その児童を専用の
スペースで一時的に保育を行います。

病中又は病気の回復期にあって、集団保育が困難な時
や個別の医療的配慮を必要とする児童を、保育所・医
療機関等に付設された専用スペース等において、一時
的に保育を実施した。
また、地域の需要を満たすため、新たに令和8年度開設
の病児保育室を整備した。

1　延べ利用人数
　(1)レイクタウン病児保育室　400人
　(2)北越谷病児保育室　556人

拡大 子ども施策推進課 保育支援課

3 1 3

第三者評価事業 公立保育所の保育サービスの質の向上を図るため、
第三者評価事業を推進します。

　福祉サービス第三者評価実施機関である一般社団法
人アスラサポートに委託し、基準項目について評価を
実施した。

1　評価実施保育所　増林保育所

継続 保育施設課

3 1 3

福祉保健オンブズパーソ
ン制度

こどもの権利を擁護するため、福祉保健オンブズ
パーソンが児童福祉サービスに関する苦情を、公
正・中立な立場で調査・判断し迅速に解決を図りま
す。

1　福祉保健サービスに関する苦情相談、申立の受付
2　福祉保健オンブズパーソン会議の開催

１　福祉保健サービスに関する苦情相談　　2件
　　　　　　　　　　　　　　申立の受付　0件
２　福祉保健オンブズパーソン会議　回数　1回

継続 福祉総務課
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④各種子育て支援サービスの充実

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

3 1 4

子育て総合支援窓口 子育てに関する情報を集約して、保護者への子育て
支援サービスに関する情報提供や保護者・こども本
人からの相談に対応します。

子育てに関する情報を集約して、保護者への子育て支
援サービスに関する情報提供や保護者・こども本人か
らの相談に対応した。また、子育てポータルサイトを
通じて情報提供を行った。

1　パンフレットの配布等
2　子育てポータルサイトでの情報提供

継続

子ども施策推進課
子ども福祉課
こども家庭センター

こども政策課
こども福祉課
こども家庭センター

3 1 4

ファミリー・サポート・
センター事業

｢子育ての援助を受けたい方｣と｢子育ての援助を行
いたい方｣の地域での相互援助として組織されてい
ます。保護者の仕事や病気などを理由とした、保育
所・幼稚園等の送迎及び帰宅後の預かりなど行いま
す。

　社会福祉協議会に委託し、事業運営を行った。
　病児・緊急対応強化事業として、NPO法人への委託に
より緊急サポート事業を行い、急な預かりや宿泊を伴
う預かりに対応した。

1　ファミリー・サポート・センター事業
　(1)会員数　2,113人
　　 うち、利用会員　1,883人　提供会員　216人
　　 利用・提供会員　   14人
　(2)時間数　4,360時間
　(3)活動件数　3,094件
2　緊急サポート事業
　(1)会員数　1,298人
　   うち、利用会員　1,237人　提供会員　 61人
　　 利用・提供会員      0人
　(2)時間数　  231時間
　(3)活動件数　  129件 継続 子ども施策推進課 こども政策課

3 1 4

子育て短期支援事業
（ショートステイ）

保護者が疾病や就労、育児疲れなどにより、こども
を養育することが困難な場合、児童福祉施設等で一
定期間、こどもを預かります。

保護者が疾病等で乳児を養育することが困難な場合、
児童養護施設等で一定期間養育を行います。

乳児院において、保護者の病気、養育困難などの理由によ
り、一時預かりを行うものであるが、令和7年度は利用がな
かった。 継続 こども家庭センター

3 1 4

子育て世帯訪問支援事業 　家事・子育て等に対して不安や負担を抱える子育
て家庭、妊産婦、ヤングケアラー等がいる家庭の居
宅を、訪問支援員が訪問し、家庭が抱える不安や悩
みを傾聴するとともに、家事・子育て等の支援を行
います。

本市に在住の子育て家庭、妊産婦がいる家庭で、家
事・育児に負担を抱え、審査の結果、養育に特別な支
援が必要であると市が認める世帯を対象に、家事・子
育て等の支援を行った。

1　訪問世帯数　3件

継続 こども家庭センター

3 1 4

親子関係形成支援事業 こどもとの関わり方や子育てに悩みや不安を抱えて
いる保護者等に対して、講義やグループワーク、
ロールプレイ等を通じて、児童の心身の発達状況等
に応じた情報の提供、相談及び助言を実施します。
また、保護者同士が相互に悩みや不安を相談・共有
し、情報の交換ができる場を設ける等の必要な支援
を行うことにより、親子間における適切な関係性の
構築を図ります。

こどもとの関わり方や子育てに悩みや不安を抱えてい
る保護者向けに、こどもへの伝わりやすい伝え方、褒
め方、注意の仕方などを講義やロールプレイを通して
学ぶ講座を開催した。

開催回数：１講座　全5回
参加者数：12人

継続 こども家庭センター

3 1 4

妊婦支援金給付事業 これまで実施してきた、出産・子育て応援金給付事
業に代わり、令和７年度より「妊婦支援金給付事
業」を実施します。子ども・子育て支援法の改正に
より恒久的な制度として、これまでと同様に、妊
娠・出産にかかる費用の負担軽減を図るための経済
的支援を行います。
妊娠から出産・子育て期まで切れ目なく相談に応じ
る伴走型支援事業と一体的に実施することで、妊産
婦への効果的な支援につなげます。

令和７年４月１日以降に出産した妊婦に対して、妊娠
届け出時に５万円、出産後に胎児１人につき５万円の
支給を行った。

１回目給付人数　1,979人
２回目給付人数  1,667人

継続 こども家庭センター

3 1 4

児童手当の支給 家庭等における生活の安定に寄与し、次代の社会を
担うこどもの成長及び発達に資することを目的に、
18歳になる年の年度末までのこどもを養育する方に
手当を支給します。

児童1人に対し下記の手当（月額）を支給した。
　(1)3歳未満　　　 　15,000円(第3子以降30,000円)
　(2)3歳～高校生年代 10,000円(第3子以降30,000円)

1　支給児童数　　　　　　　46,026人
2　支給延児童数　　　　　 547,574人
3　支給額　　　　　 6,926,010,000円

継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 1 4

こども医療費支給制度 18歳になる年の年度末までのこどもに対して、病気
やケガなどで医療機関に支払う医療費を支給し、子
育て家庭の経済的負担の軽減を図ります。

　１８歳年度末までの児童に対し、医療費（保険診療
分）の自己負担分（高額療養費や付加給付等を除く）
を支給し、医療費負担の軽減を図った。
　支給方法
　現物給付＝県内医療機関（一部を除く）
　償還払い＝県外医療機関

1　受給資格者数　       　　　　50,468人
2　支給件数　　　     　　　　 817,184件
3　支給額　　　　　      1,718,198,148円

継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 1 4

子育てのための施設等
利用給付

施設等利用給付の認定を受けたこどもが従来型幼稚
園、預かり保育、認可外保育施設等において特定子
ども・子育て支援を受けた場合の利用料の給付を行
います。

従来型幼稚園利用者に対し、25,700円/月を上限とした
給付を行った。また、預かり保育利用者については450
円×利用日数/月（上限11,300円）、認可外保育施設・
一時預かり等利用者については37,000円/月を上限とし
た給付を行った。

延べ給付者数（R7年度予算執行分）
従来型幼稚園（保育料）　　　　 35,570人

(1)　預かり保育事業　　　　　　14,574人
(2)　認可外保育施設　　　　　　　 274人
(3)　一時預かり事業　　　　　　     9人

継続 保育入所課 保育支援課
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3 1 4

保育料の多子軽減 保育所等に入所する第２子以降の児童の保育料を助
成（第2子は半額、第3子以降は全額）することによ
り、多子世帯における経済負担の軽減を図ります。

保育所（園）、認定こども園（保育認定こども）、地
域型保育事業所を利用する０～２歳児クラスの児童に
対して、以下に該当する場合は保育料を助成する。
・同一世帯の第２子以降に該当し、世帯の市民税所得
割額が５７，７００円未満の場合、年齢問わず第２子
は半額、第３子以降は全額免除。市民税所得割額が５
７，７００円以上の場合、就学前児童かつ対象施設に
入所中児童のうち第２子は半額、第３子以降は全額免
除。
・同一世帯の第３子以降に該当する場合、第１子・第
２子の年齢及び世帯の市民税所得割額問わず、申請に
より全額免除。（埼玉県多子世帯保育料無償化支援事
業）

対象児童数　１，３１６人

継続 保育入所課 保育支援課

3 1 4

乳児等通園支援事業
（こども誰でも通園制
度）

保護者とともにこどもの成長を支援していくことを
目的に、保護者の就労要件の有無等に関わらず一時
的（時間単位）に保育を行います。

令和7年7月から4事業所において施行的に乳児等通園支
援事業を実施するとともに、説明会等を通して令和8年
度開設予定の事業者を広く募った。

1　延べ利用時間数（R7.7～R8.3）
　6,138時間
（0歳児：3,233時間、1歳児2,432時間、2歳児：472時間）

2　令和8年度開設予定事業所
   一般型      8事業所
　 余裕活用型　2事業所

継続
子ども施策推進課
保育入所課 保育支援課

3 1 4

就学前の教育・保育施設
等に関する各種情報提供

保育施設ガイドなどを通して、幼稚園、保育所
（園）、認定こども園、地域型保育事業所等に関す
る情報を提供します。

就学前の教育・保育施設等に係る情報を掲載した「保
育施設・幼稚園等のご案内」という冊子を作成し、情
報提供を行った。

窓口に来庁又は電話で問い合わせてきた方に対し、情報提供
している。

継続 保育入所課 保育支援課

3 1 4

児童館の子育て支援事業 ０歳児の親子から各年齢層に応じた多種多様な教室
を開催し、参加者同士の交流を図ります。

　児童館では、乳幼児とその保護者を対象として子育
て支援事業を実施した。

1　児童館コスモス
  (1)実施事業数    27事業
  (2)総実施回数     867回
  (3)総参加者数  22,649人

2　児童館ヒマワリ
  (1)実施事業数　   38事業
  (2)総実施回数 　 1,714回
  (3)総参加者数　 45,145人 継続 青少年課 こども政策課

3 1 4
ベビーブック事業 新生児を養育する家庭に対し、絵本を贈呈します。 令和７年４月１日以降に越谷市で出生した保護者に対

し、お子さんお名前入り絵本を贈呈した。
１　絵本発送数　1,150人（対象者数1,437人）
２　絵本発送率　80.0％ 継続 こども家庭センター
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(2)子育て家庭と地域のつながり
①子育て中の親子同士の交流や相談及び子育て情報の提供 ―

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

3 2 1

子育て情報の提供 市広報をはじめ、テレビ広報(Koshigaya
Collection）、市ホームページやSNSなどの活用を
図り、子育て情報を提供します。

　広報こしがやの子育て情報のページに子育てサロ
ン、地域子育て支援センターの事業の案内、参加者募
集の記事を掲載したほか、越谷市ホームページ及び子
育てポータルサイトにもタイムリーな情報を掲載し
た。
　また、こども家庭部各課職員によりKPP(越谷子育て
プロモーションプロジェクト）を立ち上げ、インスタ
グラムにて情報発信等を行った。

1　広報こしがや子育て情報ページ　毎月掲載
2　越谷市ホームページ　          毎月掲載
3　子育てポータルサイト　        毎月掲載
4　インスタグラム　　　　　　　　毎月２回程度配信

継続 子ども施策推進課 こども政策課

3 2 1

子育て情報サイト「こし
がや子育てネット」の運
営

行政や関係機関の子育て支援サービス、子育て施設
等、子育てに関する情報をわかりやすくタイムリー
に発信します。

随時内容を更新して情報提供を行った。 年間アクセス数　875,558

継続 子ども施策推進課 こども政策課

3 2 1

子育て応援サイト「こし
がや子育てクワイエ」の
運営

市民ボランティアが、おでかけや仲間づくり等身近
な子育て情報を発信します。

随時内容を更新して情報提供を行った。 年間アクセス数　81,768

継続 子ども施策推進課 こども政策課

3 2 1

地域子育て支援センター
事業

子育て講座の開催により、参加した親子間の交流を
促進するとともに、子育て相談の実施や子育て情報
の提供等を通じて、地域の子育て家庭に対する育児
支援を行います。

定期的な子育て講座や子育て広場等の開催により、参
加者間の交流を促進した。また、子育て相談の実施、
子育て情報の提供による子育て支援を行った。

1（公立）地域子育て支援センター　3か所
　(1)子育て講座開催回数　　      83回
　　　延べ参加者数　             1,501人
　(2)子育て相談件数　               80人
　(3)一時預かり実利用者数　　　482人
　　　延べ利用者数 　　　　  1,819人
2（私立）地域子育て支援センター　11か所
　(1)子育て講座開催回数　　        1,105回
　　　延べ参加者数　              16,718人
　(2)子育て相談件数　              2,848人
　(3)一時預かり実利用者数　　      　870人
　　　延べ利用者数 　　　　        2,947人
      ※一時預かり事業については6か所で実施

継続
子ども施策推進課
保育施設課

保育支援課
保育施設課

3 2 1

保育ステーションの
子育て支援事業

子育て相談の実施や、子育て中の親子間交流を促進
するための様々な取組により、地域の子育て支援を
進めます。

子育て相談の実施や、子育て中の親子間交流を促進す
るための様々な取り組みにより地域の子育て支援を進
めた。

1　延べ相談者数
　(1)南越谷保育ステーション　　　　　376人
　(2)北越谷保育ステーション　　　　　148人
　(3)レイクタウン保育ステーション　　 23人 継続 子ども施策推進課 保育支援課

3 2 1

民生委員・児童委員活動 地域の身近な相談役として、民生委員・児童委員が
子育てに関する様々な相談を受け、同時に情報提供
等を行います。また、子育て家庭の孤立化を防ぎ、
悩みを抱えた親への支援が早期に行えるよう関係機
関へ紹介を行います。

1　地域の身近な相談・支援
　自宅訪問等を通じて、子育てに関するさまざまな相
談を受けたり、適切な指導や情報の提供を行う。悩み
ごとの早期解決を図ると共に、内容に応じた関係機関
を紹介し問題解決の支援をしている。
2　関係機関との連携に向けた研修
　小中学校との情報共有や支援機関等の講師による研
修を実施し、連携に向けた取組を行っている。

1　相談・支援件数(分野別)
　こどもに関すること　988件
2　研修
　実施回数　8回

継続 福祉総務課

3 2 1

イベント開催における
啓発活動

イベント等の開催時に、ブースを設けるなど子育て
支援機関や子育て事業を紹介し、啓発を行います。

「こしがや　こどもまんなか！フェスティバル」を開
催した際に、子育てサロンのブースを設けるなど、子
育て支援機関や子育て事業を紹介した。

１　フェスティバル来場者数　6,270人

継続 子ども施策推進課 こども政策課
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②子育て支援の輪と人材の確保

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

3 2 2

子育て支援のネットワー
ク

子育て中の保護者などで組織するサークル・団体の
ネットワーク化を図ります。

より有効的な子育て支援のネットワークの在り方につ
いて検討し、準備を行った。

1　子育て支援ネットワーク全体会議
　(1)開催回数　 　1回
　(2)参加団体数　27団体 継続 子ども施策推進課 こども政策課

3 2 2

子育てサロン事業 子育て中の保護者が気軽に集えるよう交流の場を設
けるとともに、子育てサークルによる講座等を開催
します。子育ての悩みや不安を持つ保護者に対し
て、相談員や保育士等が相談を受け、助言・指導を
行います。また、各子育て機関やサークル等の子育
てに関する情報の提供を行います。

子育てサロン5か所・出張ひろば4か所において参加者
同士の交流の場を設け、子育て講座等の開催や子育て
に関する情報の提供を行った。
また、相談員や保育士等により子育ての悩みや不安を
もつ保護者に対して助言・指導を行った。
【開催場所】
ヴァリエ、児童館コスモス、児童館ヒマワリ、つどい
の広場はぐはぐ、みんなのひろばフェリーチェ

1　延べ開催回数
　 1,990回　 うち子育て講座　  224回
2　延べ利用者数
 　42,049人　 うち子育て講座　3,370人

拡大 子ども施策推進課 こども政策課

3 2 2

子育てサークル等への
活動支援

児童館や地域子育て支援センターにおいて、子育て
関係団体の活動する機会や場所の提供を行い、連
携・協力の促進を図ります。

地域の子育てサークルや子育てボランティア活動への
支援として、定期的に場の提供等を行った。また、子
育てサークル等が行う事業への後援を行った。

地域子育て支援センター
　子育てサークル開催回数　　45回
　延べ参加者数　　　　　　 441人
事業の後援等（子ども施策推進課・青少年課）
　　　　　　　　　　　　　　協賛2件
　　　　　　　　 　　　　　 後援23件
　　          　　         共催2件 継続

子ども施策推進課
保育施設課
青少年課

こども政策課
保育支援課

(3)困難を抱えるこどもや家庭への重層的支援
①生活困難を抱えるこども・家庭への支援
経済的な支援

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

3 3 1
幼児教育・保育の無償化
（０歳～２歳)

０歳から２歳までのこどもについては、住民税非課
税世帯を対象として利用料が無償化されます。

認可外保育施設・一時預かり等利用者については、
42,000円/月を上限とした給付を行った。

延べ給付者数　　　17人
継続 保育入所課 保育支援課

3 3 1

実費徴収に係る補足給付
事業

従来型幼稚園における低所得世帯等のこどもの食材
料費（副食費）に対する助成を行います。

　従来型幼稚園に通うこどもの保護者のうち以下に対
象となる者に対し補助（上限：4,900円/月）を行っ
た。
【提供対象者】
年収360万円未満相当世帯のこども
所得階層に関わらず、第3子以降のこども

補助金申請件数：578件
補助金交付件数：253件
補助金支出額：10,485,600円
補助平均額：41,445円/人

継続 保育施設課 保育支援課

3 3 1

高等学校等就学費の支給
（生活保護世帯）

生活保護世帯の高校生等に対して、学校教育を受け
るために必要な学用品費や教材代及びクラブ活動に
要する費用等を支給します。

生活保護世帯の高校生等に対して、学校教育を受ける
ために必要な学用品費や教材代及びクラブ活動に要す
る費用等の支給を行った。

高等学校等就学費支給世帯数　80世帯
高等学校等就学費支給合計金額　11,512,927円

継続 生活福祉課

3 3 1

就労自立給付金の支給
（生活保護世帯）

生活保護受給者の就労による自立の促進を図るた
め、安定した職業に就いたこと等により生活保護を
必要としなくなった方に対して給付金を給付しま
す。

生活保護受給者の就労による自立の促進を図るため、
安定した職業に就いたこと等により生活保護を必要と
しなくなった方に対して給付金を給付した。

就労自立給付金支給件数　38件
就労自立給付金支給合計金額　1,619,830円

継続 生活福祉課

3 3 1

入院助産制度 保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由によ
り、入院助産を受けることができないと認められる
妊産婦に対し、認可助産施設への入所措置を行いま
す。

　妊産婦が保健上必要があるにもかかわらず、経済的
理由により入院助産を受けることができない場合、児
童が健やかに生まれ、育成されるよう認可助産施設で
助産を行い、児童・母親の援護を行った。

1　助産件数　　8件

継続 こども家庭センター
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教育の支援

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

3 3 1

就学援助（特別支援教育
就学奨励費の支給）

経済的理由により就学困難と認められる児童生徒の
保護者に対し、その負担軽減を図るため、学用品や
給食費等の一部を援助します。

（就学援助費）
市内に住所を有し、市内小中学校に入学若しくは在学
する児童生徒又は区域外就学者(市外国公立小中学校に
在学)の保護者で、以下に該当するものに支給した。
(1)要保護者
(2)準要保護者
（特別支援教育就学奨励費）
市内に住所を有し、以下に該当する児童生徒の保護者
に支給した。
(1)市内小中学校の特別支援学級に就学する児童生徒
(2)市内小中学校の通常学級に就学する児童生徒で、学
校教育法施行令第22条の3に規定する障がいの程度に該
当するもの
(3)市内小中学校の通級指導教室に入級する児童生徒

（就学援助費）
・小学校就学予定者
　申請者数 250人　認定者数 191人
・小学校（被災者含む）
　申請児童数 2,927人　認定児童数 2,157人
・中学校（被災者含む）
　申請生徒数 1,650人　認定生徒数 1,258人

（特別支援就学奨励費）
・小学校支給人数　352人
・中学校支給人数　106人

継続 学務課

3 3 1
学習支援費の支給
（生活保護世帯）

生活保護世帯の小学生及び中学生がクラブ活動を行
うために要する費用を支給します。

生活保護世帯の小学生及び中学生がクラブ活動を行う
ために要する費用を支給を行った。

【小学生】： 0件　　      0円
【中学生】： 9件　　197,785円 継続 生活福祉課

3 3 1

こどもの学習・生活支援
事業（生活保護世帯、生
活困窮者世帯）

生活保護世帯及び生活困窮者世帯の小学３年生以上
の小学生、中学生及び高校生等を対象に学習教室を
開催し、学習指導や生活習慣の改善を支援します。

小学３年生から高校生の生活保護世帯および中学・高
校生の生活困窮者世帯に対して学習教室を開催し、学
習指導や進路相談、生活習慣の改善等の取り組みを実
施した。

事業参加者数：142人
学習教室参加者数：83人
今年度委託料：25,383,600円

継続 生活福祉課

3 3 1

入学準備金貸付事業 教育の機会均等を図ることを目的に、高等学校・大
学等に入学を希望する生徒の保護者で、入学金等の
調達が困難な方に入学準備金の貸付を行います。

　市内中学校・高等学校へ制度案内書及びポスターの
配布や市ホームページ、広報こしがや等でのPRを行う
とともに、市内公共施設へのチラシ配架や市内公立中
学校3年生保護者に向けて保護者連絡アプリ「すぐー
る」の配信等を実施し、市民へ制度内容について周知
を行った。
　貸付にあたっては、2回の申請期間を設定し実施した
ほか、相談対応において他制度の情報を提供し、等し
く教育を受ける機会の創出を図った。

1　貸付件数　　　　 16件
2　貸付金額合計　870万円

継続 教育総務課

3 3 1

進学・就労準備給付金の
支給（生活保護世帯）

生活保護世帯のこどもで、高等学校等を卒業後、大
学等へ進学する場合、又は就職し自立する場合の新
生活の立ち上げ費用として、進学・就労準備給付金
を給付します。

生活保護世帯のこどもで、高等学校等を卒業後、大学
等へ進学する場合、又は就職し自立する場合の新生活
の立ち上げ費用として、進学・就労準備給付金を給付
した。

【進学】8件　800,000円（100,000円×8件）
【就職】4件　1,000,000円
　　　　　　（100,000円×1件、300,000円×3件）
進学・就職準備給付金支給合計金額　1,800,000円 継続 生活福祉課

保護者の就労や生活支援

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

3 3 1

生活困窮者自立相談支援
事業（生活困窮者世帯）

生活に困窮した方が自立し、安定した日常生活を営
むために、個々の状況に応じた支援プランを作成
し、就労支援等の自立に向けた具体的な支援サービ
スの提供を行います。

　生活困窮者の自立促進を図り、本人の状態に応じた
包括的、かつ継続的な支援を行うため、生活困窮者自
立相談支援事業を行った。

生活困窮者自立相談件数　605件

継続 生活福祉課

3 3 1

被保護者就労支援事業
（生活保護世帯）

働く能力のある生活保護受給者が早期に就労できる
よう、就労支援員による就労に関する相談支援や関
係先（ハローワーク等）への同行支援等を行いま
す。

　就労可能な生活保護受給者等に対し、各々の状況に
応じて必要な支援を行った。

就労支援事業（委託）支援者数　104人（令和７年度末時
点）
生活保護受給者等就労自立促進事業（ハローワークとの連携
事業）支援者数　67人（令和７年度末時点） 継続 生活福祉課

3 3 1

家計改善支援事業
（生活困窮者世帯）

家計のやりくりに問題を抱えている生活困窮者世帯
に対し、家計の収支を明確にし、相談者の状況に応
じた助言・指導を行います。

　生活困窮者の自立促進を図り、本人の状態に応じた
包括的、かつ継続的な支援を行うため、家計改善支援
事業を行った。

家計改善支援事業利用件数　43件

継続 生活福祉課

3 3 1

住居確保給付金の給付
（生活困窮者世帯）

離職等により住宅を喪失した方又は住居を喪失する
おそれのある方に対し、家賃相当の給付金（有期）
や転居費用を給付します。

　対象者に対し、住居確保給付金の支給を行った。 住居確保給付金延べ支給世帯数　5世帯
住居確保給付金延べ支給金額　612,900円

継続 生活福祉課

3 3 1

母子生活支援施設への措
置

配偶者のいない女子又はこれに準じる事情がある女
子であって、監護すべきこどもの福祉に欠けるとこ
ろが認められるとき、施設へ入所措置を行います。

　配偶者のいない女子またはこれに準じる事情がある
女子であって、監護すべきこどもの福祉に欠けるとこ
ろが認められるとき、施設へ入所させて保護した。

1　入所世帯　　　1世帯
2　入所人員数　　3名

継続 こども家庭センター

3 3 1

重層的支援体制整備事業 児童・高齢・障がい・生活困窮などの様々な分野が
関わる複雑・複合的な課題を抱えた方及びその世帯
に対し、「相談支援」「参加支援」「地域づくりに
向けた支援」といった支援を一体的に実施し、継続
的な伴走支援を行うことにより、課題の解決を目指
します。

各支援機関の支援が一体的に行われるよう、つなぎと
なる多機関協働事業等を越谷市社会福祉協議会への委
託により行った。

多機関協働事業等相談事例件数　35件
重層的支援会議・支援会議の開催回数　26回

継続 地域共生推進課 高齢福祉課
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②ひとり親家庭の自立支援策の拡充

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

3 3 2

児童扶養手当の支給 母子・父子家庭や、父又は母に一定の障がいのある
こども（18歳到来年度まで。一定の障がいがある場
合は20歳未満まで）を養育している方、父又は母と
生計を同じくしていないこどもを養育している方で
所得が一定未満の方に手当を支給し、経済的負担の
軽減を行います。

児童数や所得に応じて手当を支給した。※所得制限あ
り。
【児童数】　　【支給月額】
(1)1人　　　 　46,690円～11,010円
(2)2人以上　　　  (1)の月額に1人につき
              　　　 11,030円～5,520円を加算

1　受給者数（支給停止者数を含む）　 2,007人
2　支給額　　　　　 　　　　　928,453,320円

継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 2

ひとり親家庭等医療費
支給制度

母子・父子家庭や、父又は母に一定の障がいのある
こども（18歳到来年度まで。一定の障がいがある場
合は20歳未満まで）を養育している家庭、父又は母
と生計を同じくしていないこどもを養育している家
庭の方で所得が一定未満の方が、医療保険制度で医
療を受けた場合に支払った医療費の自己負担分の一
部を支給し、経済的支援を行います。

　申請に基づき、医療保険制度による医療費の自己負
担分等（高額療養費及び附加給付は除く)を支給し、医
療費負担の軽減を図った。
　支給方法
　現物給付＝県内医療機関（一部を除く）
　償還払い＝県外医療機関

1　登録者数　            5,310人
2　支給件数　           29,229件
3　支給額　　       90,981,120円

継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 2

母子家庭等相談事業 母子・父子自立支援員を配置し、母子・父子家庭等
の生活・就労に対する相談や、母子家庭等自立支援
給付金制度の案内、母子父子寡婦福祉資金の貸付相
談など、ひとり親家庭の抱えている問題に適切な助
言を行うとともに、必要に応じてほかの相談機関に
つなぐなど関係機関と連携した支援を行います。

　母子・父子家庭等の生活一般や就業に向けた知識・
技能の習得、母子父子寡婦福祉資金などの相談に対し
て、母子・父子自立支援員による指導・助言を行い多
様な支援を図った。

1　相談件数　　　　1,166件

継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 2

母子家庭等自立支援
教育訓練給付金事業

母子家庭の母又は父子家庭の父が、就労に結びつき
やすい知識・技能を修得するため、雇用保険法に基
づく厚生労働大臣指定教育訓練講座及び実情に応じ
て適当と認められる講座を受講し、修了した場合
に、受講費用の一部を支給します。

　雇用保険法で定める教育訓練講座を受講し、修了し
た場合に、受講費用の一部を支給した。

1　支給件数　　　　3件

継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 2

高等職業訓練促進給付金
等事業

母子家庭の母又は父子家庭の父が、看護師や介護福
祉士等の資格取得のため６か月以上養成機関などで
修業する場合に、課税状況により促進費（月額）及
び修了支援給付金を支給します。

　母子家庭の母又は父子家庭の父が資格取得のため6月
以上養成機関等で就業した場合に、促進費と入学支援
修了一時金を支給した。

1　支給件数　　　　3件

継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 2

母子・父子自立支援
プログラム策定事業

児童扶養手当受給者の自立の促進を図るため、個々
の状況に応じた支援プログラムを策定するととも
に、公共職業安定所等との緊密な連携を図り支援を
行います。

　自立促進を図るためのプログラムを策定し、教育訓
練講座の受講に係る費用の支給制度の利用を促すなど
の支援を行った。なお、所得制限の撤廃など国要綱の
改正に伴い、令和7年3月に要領を廃止し告示要綱を制
定した。

1　自立支援プログラム策定件数　4件

継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 2

母子父子寡婦福祉資金
貸付金事業

20歳未満のこどもを扶養している母子家庭の母及び
父子家庭の父、父母のいないこども及び寡婦に対し
て、修学、技能の習得や生活資金等の貸付を行いま
す。

　平成27年度、中核市移行に伴い県からの移譲を受
け、貸付業務を開始した。

1　貸付件数　　　　7件
2　相談件数　　　　133件

継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 2

ひとり親家庭等高等学校
卒業程度認定試験合格
支援給付金事業

より良い条件での就職や転職に向けた可能性を広
げ、正規雇用を中心とした就業につなげていくた
め、ひとり親家庭の親及びこどもが高卒認定試験合
格のための講座（通信講座を含む）の受講開始時、
これを修了したとき及び合格したときに受講費用の
一部を支給します。

　高等学校卒業程度認定試験の合格を目指す対象者が
いなかった。

1　利用人数　　　　0人

継続 子ども福祉課 こども福祉課
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③配慮が必要なこども（障がい児等）への支援
障がい児の発達支援の拡充

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

3 3 3

児童発達支援事業
（児童発達支援センター
及びその他事業所）

心身の発達に支援を必要とする未就学児に対し、日
常生活における基本的動作や知識技能の習得、集団
生活への適応のための支援を行います。

　児童発達支援や放課後等デイサービスの利用によ
り、日常生活における基本動作や知識等の習得や、生
活能力向上、社会との交流を促進するなど、障がいの
ある未就学児、学齢児の療育を支援した。

1　支給件数
　（1）児童発達支援　　　　　　  　　　 8,796件
　（2）放課後等デイサービス　　　  　  25,642件
　（3）保育所等訪問支援　　　　　　　  　 994件
　（4）やむを得ない事由による措置　  　　  73件
2　支給金額
　（1）児童発達支援　　　　　 　  884,242,198円
　（2）放課後等デイサービス  　 2,147,175,758円
　（3）保育所等訪問支援　　　　    21,766,842円
　（4）やむを得ない事由による措置　11,232,039円 継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 3

児童発達支援センターの
早期療育発達支援事業

心身の発達に支援を必要とする未就学児と保護者を
対象に、早期療育教室を開催し、親子で様々な遊び
や集団活動をしながら、ことばやからだの発達を促
します。

　心身の発達に支援が必要な集団に所属していない幼
児と保護者を対象に、療育・訓練・各種相談（作業・
理学･言語･心理）を実施した。

1　成長や発達が気になる概ね3歳未満の児童
　　　はとぽっぽ教室   63回  延べ人数   227名
　　　つくしんぼ教室　 74回  延べ人数   247名
　　　いちご教室　     84回  延べ人数   344名
2　肢体機能に遅れのある1歳以上の児童
　　　たけのこ教室　   20回  延べ人数    80名 継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 3

児童発達支援センターの
外来(発達）相談

心身の発達に心配のある未就学児と保護者に対し、
保健師等の専門職による相談や専門的な助言を行い
ます。

　心身の発達に心配のある幼児と保護者を対象に、外
来（発達）相談として保健師、作業療法士、理学療法
士、言語聴覚士、公認心理師等による個別の相談を実
施した。

1  外来（発達）相談　　　　　　　　 計 1,385件
　　内訳　　　　  保健師等　　　　　　   162件
　　　　　　　　　理学療法士　　　　　    9件
　　　　　　　　　作業療法士　　　　　   65件
　　　　　　　　　言語聴覚士　　　     　860件
               　 心理士      　　　　 　289件 継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 3

児童発達支援センターの
保育所等訪問支援事業

心身の発達に支援を必要とする児童が通う保育所等
を訪問して、集団生活を楽しく送れるよう専門的な
支援を行います。

　心身の発達に支援を必要とする保育所や幼稚園など
を利用している乳幼児を対象に、専門職等が所属先に
訪問して集団生活を楽しく送れるよう支援した。ま
た、訪問先施設の職員に支援方法等の助言を行った。

１　利用人数　　　14人
２　実施回数
　　　面談　　　　38回
　　　事前訪問　　 4回
　　　訪問支援    128回 継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 3

児童発達支援センターの
障害児通所支援事業所へ
の助言・援助

障がい児が身近な地域で質の高い支援を受けられる
よう、市内の障害児通所支援事業所に対し、障がい
児支援に関する研修など必要な援助を行い、事業所
の専門性の向上及び地域連携の円滑化を図ります。

市内の障害児通所支援事業所を対象に、支援技術の向
上を目的とした研修や当センターの療育参加を実施
し、地域全体の支援の質の向上を図るため、スーパー
バイズを行った。

児童発達支援事業所職員向け研修　2回開催
　１回目：66名参加　　２回目：34名参加
児童発達支援センター　療育参加　３回開催
　参加者１4名（１回５名定員） 継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 3

児童発達支援センターの
ペアレントプログラム

子育てに難しさを感じる保護者が、こどもの「行
動」の客観的な理解の仕方を学び、楽しく子育てに
臨む自信を身につけることや、仲間づくりを目的と
したグループ・プログラムを実施します。

子育てに悩む保護者を対象に、こどもの「行動」を客
観的に理解し適切な関わり方の観点を学ぶことを目的
とし、スタッフによる講義やグループワークを実施し
た。

1　参加者　１４名（前期７名　後期７名）
2　回数　　全６回コースを２回開催

継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 3

保育所等の特別支援保育 特別な支援が必要なこどもの保育所等での受入れを
推進します。

公立保育所に入所中の特別支援保育対象児童等を対象
に、臨床発達心理士等の発達の専門職による巡回指
導・ケース会議を実施した

集団保育にあたり特別な支援や配慮が必要な子を、公立保育
所のほか、民間保育園等で受け入れた。

1　受け入れ人数（R8年3月時点）
　　公立保育所　　　　　17か所　　116人
　　私立保育園　　　　　16か所　   34人
　　認定こども園　　　　 3か所　　  4人
　　地域型保育事業所　　12か所　　 14人

継続 保育入所課 保育支援課

3 3 3

特別発達相談 発育・発達に不安を抱える親子に対し、小児科医師
による相談のほか、保健師等による相談も行いま
す。

　発育・発達に不安を抱える親子に対し、小児科医師
による相談のほか、作業療法士や栄養士、保健師によ
る相談も実施した。

1　延べ開催回数　 47回
2　実利用人数　　 68人
3　延べ利用者数 　241人 継続 健康づくり推進課 こども家庭センター
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障がい児のいる家庭の負担軽減の充実

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

3 3 3

補装具の支給 身体に障がいのある児童に対し補装具を支給し、障
がいによる負担軽減と日常生活の向上を図ります。

　身体障がい児に対し、障がい児の失われた部位や、
機能障がいのある部分を補って、補装具の交付及び修
理を行った。

1　補装具交付件数　325件

継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 3
日常生活用具の給付 在宅の重度の障がいのある児童の日常生活の便宜を

図るため、日常生活用具を給付します。
在宅の重度の障がい児に対し、日常生活を容易にする
ための生活用具を給付した。

1　日常生活用具給付件数　651件
継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 3

小児慢性特定疾病児童等
日常生活用具の給付

国の認定を受けた小児慢性特定疾病児童に対して、
日常生活の便宜を図るため日常生活用具を給付しま
す。

在宅の小児慢性特定疾病児童等に対し、日常生活を容
易にするための生活用具を給付した。

2　小児慢性特定疾病児童等日常生活用具給付件数　 6件

継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 3

難聴児補聴器購入費等
助成事業

身体障害者手帳の交付の対象とならない軽度・中等
度難聴児の補聴器購入等費用の負担軽減を図りま
す。

　身体障害者手帳の交付対象とならない軽度・中等度
難聴児の補聴器購入等費用を一部助成した。

1　難聴児補聴器購入費助成件数　　 7件

継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 3

育成医療の給付 身体に障がいのある児童、又は早期に治療しないと
将来障がいを残すと認められる疾患がある児童に対
し、障がいを除去、軽減するための手術等につい
て、医療費の自己負担の軽減を図ります。

　心身の障がいを除去、軽減するための医療につい
て、医療費の自己負担額を軽減した。

1　支給件数　　　　　　  　  35件

継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 3

心臓手術費等助成事業 心臓疾患のある18歳未満の児童に、精密検査及び手
術等に要する医療費以外の自己負担金について、限
度額の範囲内で助成します。

　心臓疾患のある18歳未満の児童の手術等に要した保
険医療費以外の自己負担分について、助成承認決定を
行った。

1　助成件数　1件

継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 3

特別児童扶養手当の支給 心身に重度・中度の障がいのある児童（20歳未満）
を養育していて、所得が一定未満の保護者の方に手
当を支給（県への進達事務）します。

特別児童扶養手当等の支給に関する法律に基づき、支
給に係る事務及び県への進達を行った。

1　受給者数（支給停止者数を含む）　　　　807人
2　支給額（市の負担なし）　　　　381,350,370円

継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 3

障がい児介護給付事業 心身に障がいのある児童に対して、居宅介護・短期
入所などの障害福祉サービスに係る給付を行い、介
護者等への負担軽減を図ります。

　保護者の申請に基づき、障がい児の障がいの程度、
保護者の状況等を勘案し、居宅生活に係わる福祉サー
ビスの支給量等を決定し、生活等の支援を図った。

1　居宅介護　　　　　　　  483件
2　行動援護　　　　　　　   90件
3　短期入所　　　　　　　  244件 継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 3

障がい児通所給付事業 児童発達支援、放課後等デイサービス、保育所等訪
問支援など障がい児支援に係る給付を行います。対
象年齢に該当する未就学児には、利用者負担を無償
化します。

　児童発達支援や放課後等デイサービスの利用によ
り、日常生活における基本動作や知識等の習得や、生
活能力向上、社会との交流を促進するなど、障がいの
ある未就学児、学齢児の療育を支援した。

1　支給件数
　（1）児童発達支援　　　　　　  　　　 8,796件
　（2）放課後等デイサービス　　　  　  25,642件
　（3）保育所等訪問支援　　　　　　　  　 994件
　（4）やむを得ない事由による措置　  　　  73件
2　支給金額
　（1）児童発達支援　　　　　 　  884,242,198円
　（2）放課後等デイサービス  　 2,147,175,758円
　（3）保育所等訪問支援　　　　    21,766,842円
　（4）やむを得ない事由による措置　11,232,039円 継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 3

障がい児(者)生活サポー
ト事業

在宅の心身障がい児（者）の地域生活を支援するた
め、一時預かり、派遣による介護、外出援助等の
サービス（一定時間）を行います。

　サービス事業者による一時預かりや介護サービス、
外出援助などのサービスの利用により、在宅の心身障
がい児の地域生活を支援した。

1　18歳未満の登録者数　　　　　　　　277人

継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 3

在宅超重症心身障害児の
家族に対するレスパイト
ケア事業

医療型短期入所、日中一時支援に関する事業所によ
る受け入れを促進し、家族の精神的及び身体的負担
を軽減します。

　医療型短期入所に関する事業所による受け入れを促
進し、超重症心身障がい児を介助する家族の精神的及
び身体的負担を軽減した。

1　利用人数　　     　　　 　 7人
2　利用日数　    　　　　    60日
3　支給額　　       　  750,000円 継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 3

障がい者等日中一時支援
事業

障がい児（者）に対して、日中における一時預か
り、見守り等を行い介護者の負担軽減を図ります。

　障がい児（者）に対して、日中における一時預かり
による見守り等の支援サービスを行い、介護者の負担
を軽減した。

1　実利用人数　　 　　　　   33人
2　利用日数　    　　　　 1,824日
3　利用時間　　       　3,210時間 継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 3

医療的ケア児に対する支
援の充実

日常的に医療的ケアが必要なこどもが身近な地域で
支援を受けられるよう、医療的ケア児等支援協議会
などを活用し、必要な施策を講じます。

　保健、医療、福祉、保育、教育等の関係機関が連携
を図ることにより、地域における医療的ケア児等への
支援課題について情報を共有し、連携の緊密化を図る
ため、越谷市医療的ケア児等支援協議会、医療的ケア
児等コーディネーター連絡会を開催した。
　また、令和７年度は、医療的ケア児等の家族や支援
者向けに研修等を実施した。

1　越谷市医療的ケア児等支援協議会　　開催回数　　 1回
　 　　　　　　　　　　　　　　　　　参加団体　15団体
2　医療的ケア児等コーディネーター連絡会　参加者17名
3　防災研修　　　　　参加者36名
4　グリーフケア研修　参加者22名

継続 子ども福祉課 こども福祉課

3 3 3

小児慢性特定疾病医療給
付

小児慢性特定疾病にかかっている児童等について、
健全育成の観点から、患児家庭の医療費の負担軽減
を図るため、その医療費の自己負担分の一部を市が
助成します。

　小児慢性特定疾病にかかり、国が定める疾病の状態
の程度を満たしているもの（越谷市内に住所を有し、
申請時点で18歳未満のもの）に対し、医療費の助成を
行った。

1　申請件数               281件
2　受給者数（3月31日時点） 266人
3　給付額　　      96,906,328円

継続 感染症保健対策課

3 3 3

医療等の給付 心身に重度の障がいのあるこどもの保険適用となる
医療費の一部を給付します。

　医療保険制度による医療費の一部負担金について助
成金を支給し、重度心身障がい者やその家族の経済的
負担の軽減を図った。また、対象者拡大に伴い該当者
へ制度対象の案内を行った。

対象者数（重複障がいは身体障害者手帳、療育手帳、精神障
害者保健福祉手帳の順番で優先的に計上）
（1）身体障害者手帳（1～3級）　　　　　15人
（2）療育手帳（マルA、A、B）　　 　　　24人
（3）精神障害者保健福祉手帳（1級、2級） 4人 継続 障害福祉課
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④外国人家庭等への支援

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

3 3 4

多言語版「市民ガイド
ブック」の作成

多言語版の「市民ガイドブック」を作成し、提供し
ます。

　日常生活で必要な基本的事項が書かれたガイドブッ
ク(英語、中国語、フィリピン語)を外国人市民へ配布
する。

　英語版、中国語版、フィリピン語版の冊子を市役所及び公
共施設等にて配布した。ベトナム語版の作成を進めた。

継続 市民活動支援課

3 3 4
多言語版「こしがや案内
図」の作成

多言語版の「こしがや案内図」を作成し、提供しま
す。

　英語版・中国語版越谷ガイドマップを配布する。 　外国人住民向け多言語情報提供ラック「外国人ｉコー
ナー」で配布した。 継続 市民活動支援課

3 3 4

多言語版広報誌「コシガ
ヤメッセンジャー」の作
成

外国人向けの多言語広報誌「コシガヤメッセン
ジャー」を作成し、提供します。

　広報こしがやより、外国人市民に必要な情報(行政手
続・催物等)を抽出し、コシガヤメッセンジャーとして
英語版・フィリピン語版・中国語版・ベトナム語・や
さしい日本語版を発行し、毎月1回市内公共施設・駅等
にて配布を行う。

1　発行回数　　12回
2　発行部数　　平均1,635部／月、19,615部／年

継続 市民活動支援課

3 3 4
日本語教室の情報提供 市内で開催されている日本語教室等について、情報

提供を行います。
市内の日本語教室一覧を配布する。 市内の日本語教室一覧を配布した。

継続 市民活動支援課

3 3 4

外国人相談窓口 外国人市民の方からの相談対応等を行います。 市民活動支援課及び市民活動支援センターに外国人相
談窓口を設置し、多言語での相談対応や日本語教室の
紹介、生活オリエンテーションなどを行う。

【市民活動支援課】対応件数317件
【市民活動支援センター】対応件数99件

継続 市民活動支援課

3 3 4
保育所における多言語対
応

公立保育所において、翻訳機等を活用し、多言語で
のコミュニケーションを図ります。

公立保育所において、翻訳機等を活用し、多言語での
コミュニケーションを図った。

全１７保育所に翻訳機を配布した。引き続き翻訳機を活用
し、多言語でのコミュニケーションを図る。 継続 保育施設課

3 3 4

児童生徒及び教員用タブ
レット端末への翻訳アプ
リの導入

日本語を母語としない児童生徒が翻訳機代わりとし
て使用できるよう、児童生徒及び教師用の全てのタ
ブレット端末に翻訳アプリを導入しています。

市内小中学校における児童生徒用及び教師用のタブ
レット端末に翻訳アプリを導入している。必要に応
じ、日本語を母語としない児童生徒とのコミュニケー
ション等に活用した。

１　実施校数
　　小学校…市内全29校
　　中学校…市内全15校

継続 指導課

(4)子育てしやすい就労環境づくり
①ワーク・ライフ・バランスの推進

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

3 4 1

男女共同参画に関する講
座等の実施

「男は仕事、女は家庭」といった固定的な性別役割
分担意識に縛られず、男女が対等な立場で個性や能
力が十分に発揮できるよう、男女共同参画意識の向
上を目的とした講座等を実施します。

映画などのカルチャーにおけるジェンダーの課題を参
加者からのメールやマイクでの発言も交えて、率直に
平場で語り合うイベントを開催した。

【日時】令和8年2月28日（土）18：45～20：30
【場所】サンシティホール　小ホール
【参加者数】289人
【内容】宇多丸とキホン学ぼう！ジェンダーとカルチャーの
希望と野望 継続

人権・男女共同参画
推進課
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②男性の育児参加の促進

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

3 4 2

父親サロン 子育てサロンにおいて、日ごろこどもと接する時間
の少ない父親のために、育児に関する相談や各種子
育て情報を提供します。

子育てサロンにおいて、父親サロン、父親を対象とし
たイベント・講座等を開催した。

1　父親サロン、父親を対象としたイベント・講座等
　(1)延べ開催回数　 72回
　(2)延べ利用者数　423人 継続 子ども施策推進課 こども政策課

3 4 2

児童館の親子交流事業 未就学児と父親を対象に、遊びや工作などの教室を
開催し、男性の育児参加を促進します。

　父と子のスキンシップの機会を作る父親参加型
のふれあいを中心に、リトミックやおもちゃ作
り、パネルシアター等を実施した。

1　児童館コスモス
　(1)開催回数　  21回
　(2)参加者数　 475人

2　児童館ヒマワリ
　(1)開催回数　  25回
　(2)参加者数   522人 継続 青少年課 こども政策課

③子育てを応援する企業の啓発

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

3 4 3

パパ・ママ応援ショップ
子育て家庭優待事業の
普及・啓発

18歳に達して最初の３月31日を迎えるまでのお子さ
んや妊娠中の方のいる家庭が、協賛店で優待カード
等を提示することで、様々な特典が得られる「パ
パ・ママ応援ショップ（子育て優待事業）」につい
て、事業の普及・啓発を図ります。

　関係窓口において、18歳に達して最初の3月31日を迎
えるまでのこどもや妊娠中の方がいる家庭にLINE版の
周知チラシや優待カードを配布した。

　妊娠届提出時、転入時等に配布、庁内および公共施設に優
待カードを配架

継続 子ども施策推進課 こども政策課

④就労支援と就労継続のための支援

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

3 4 4

多様な働き方を支援する
ための講座の実施

希望に応じた働き方の実現を目指し、就業の支援や
起業など多様な働き方を選択するための講座を実施
します。

女性の働き方の選択肢として起業する可能性を考え、
事業化に向けて知識を提供する講座を実施した。

【日時】令和7年7月9日（水）、7月23日（水）、8月13日
（水）、9月10日（水）10：00～13：00
【場所】男女共同参画支援センター「ほっと越谷」
【対象者】「自分で仕事をはじめたい」と考えている女性
【参加者数】計74人
【内容】令和7年度私の好きなことで仕事を創る 継続

人権・男女共同参画
推進課

3 4 4

相談事業の充実 労働関係の問題解決を図る相談及び内職を希望する
人に対する相談を行います。

労働関係の問題解決を図るための相談を実施した。ま
た、内職を希望する人を対象に、内職に関する相談・
斡旋を実施するとともに、内職者を求める事業者の求
人相談・受付を行った。

労働相談　1　相談件数　62件
内職相談　1　相談件数　333件
　　　　　2　求職件数　216件
　　　　　3　斡旋件数　 78件 継続 経済振興課
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4：こども・若者を地域全体で育む
(1)こどもの居場所・体験機会の提供

①放課後児童対策の充実

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

4 1 1

学童保育室の整備（放課
後児童健全育成事業）

保育需要を見極めつつ保育ニーズに見合った学童保
育室の計画的な整備を行います。

　学童保育室の拡充並びに待機児童の解消を図るた
め、大袋東小学校の空き教室を改修し保育室の拡張整
備を行った。また、南越谷学童保育室の新規建設に向
けて施設の設計を行った。
　今後も引き続き待機児童の解消を目指し、教育委員
会及び小学校と連携を図り整備を進めていく。

１　公立学童保育室数　57か所
２　定員　3,709人（前年度比230人増加）
３　年間延べ入室児童数　41,515人

継続 青少年課学童担当
保育施設課
学童保育推進室

4 1 1

放課後子ども教室推進事
業

放課後や週末等に学校や公共施設を利用し、地域住
民の協力のもと、安心・安全なこどもの居場所づく
りに取り組みます。

　学校や地区センター・公民館等で、地域の方々など
の協力を得て、放課後や週末におけるこどもの居場所
を確保し、体験活動、異学年交流などを実施した。

1　教室開設数　　　    16教室
2　開催数　　　　　   264回
3　延べ参加者数　   5,052人 継続 青少年課 こども政策課

②不登校児童生徒への支援の充実

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

4 1 2

教育支援教室（おあし
す）

市内4か所に教育支援教室を設置し、不登校児童生
徒の支援を行います。また、将来の社会的自立に向
けた個別指導及び小集団での体験活動を行います。

　学習支援のワークタイムをはじめ、3教室合同スポー
ツレクリエーション大会やプレイタイムなどの体験活
動、校外学習を実施する中で、個に応じた支援が行え
るよう柔軟なカリキュラムを組んでいる。様々な活動
を通して、社会性を養ったり、達成感や充実感を味わ
わせたりする場をつくり、社会的自立への支援につな
げた。

1　年間正式通室者　33人
　　うち学校復帰(部分復帰含む)　33人
2　行事等実施回数
　(1)保護者会(進路学習会含む)　3回
 （2)校外学習　1回
  (3)調理・スポーツ　5回

継続 教育センター

4 1 2

オンラインおあしす 不登校児童生徒が、人とのつながりを実感し、学ぶ
喜びを味わい、自己肯定感を高め、社会的に自立す
る力を育むことを目的とし、オンライン上で、指導
員や参加したこども同士で交流しながら、簡単な
ゲームやクイズなどの活動を行います。

　小中学生を対象に、ウェブ会議システム（Microsoft
Teams）を利用し、簡単なゲームやクイズなどの活動を
通して、児童生徒同士の交流を行った。

1 実施回数  　　　31回
2 参加延べ人数 　214名

継続 教育センター

4 1 2

専任教育相談員・スクー
ルソーシャルワーカーの
家庭訪問相談

福祉的支援が必要な家庭に対しスクールソーシャル
ワーカーを配置し、保護者や児童生徒への相談活動
及び訪問相談を実施します。

　4人のスクールソーシャルワーカーによる訪問相談を
実施し、他機関との連携を図り、来所相談や相談室登
校・保健室登校を支援した。

1　延べ訪問相談件数
　(1)スクールソーシャルワーカー　  1,991件

継続 教育センター

4 1 2

スクールカウンセラー・
学校相談員の配置

いじめ・不登校の未然防止、早期発見、早期解消及
び教育的支援のためスクールカウンセラー・学校相
談員を配置し、教育相談を行います。

　スクールカウンセラー14人、学校相談員21人を市内
全小中学校に配置し、児童生徒・保護者・教職員を対
象に相談活動を行った。学校相談員については、21人
のうち6人を小学校担当とし、小学校における児童、保
護者、教職員に対する相談活動を行い、学校生活にお
ける課題等の早期発見・早期対応に努めるとともに、
小中の連携した支援につなげるよう活動した。

1　スクールカウンセラーの活動
　〇延べ相談数　　 　 5,307人
2　学校相談員の活動
　(1)延べ相談数　 　 12,779人
　(2)電話相談数　 　  1,393人
　(3)延べ家庭訪問数　    27人
3　学校相談員研修会　　　3回
4　学校相談員月例研修会(情報交換・研修)
　　　　　　　　　　　　12回(月1回開催) 継続 教育センター

4 1 2

校内支援教室（スペシャ
ルサポートルーム）

自分の教室に入りづらい児童生徒の学校内の居場所
と学びの場を確保し、不登校を未然に防止するとと
もに、不登校児童生徒の登校復帰を支援することを
目的とし、個別又は協同での学習やこども同士で交
流する活動を行います。

　学校相談員が中心となり、学習をしたり、本を読ん
だりと児童が安心して過ごせるように支援を行った。
また、ソファやパーテンションなどを配置し、児童が
落ち着ける環境整備に努めた。

1　設置校数　　　　 10校
2　利用延べ人数　　341名

継続 教育センター
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③こどもの居場所・遊び場づくり

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

4 1 3

プレーパーク事業 移動型拠点施設（車両）を使用し、市内各地でプ
レーパークを開催することにより、こどもたちの多
様な遊び場の提供及び居場所づくりを推進します。

　自由な遊びを体験し、こどもたちの自主性や創造性
を育むことを目的に、移動型拠点施設（車両）を使用
して市内各地でプレーパークを開催した。

1　開催数　　　　　152回
2　延べ参加者数　10,671人

継続 青少年課 こども政策課

4 1 3

児童館改修事業 こどもの居場所機能の充実を図るとともに、中・高
校生の利用にも対応するため、児童館の施設改修を
進めます。

　こどもの居場所づくりに関する指針により中高校生
を含めた居場所の機能、不登校などの福祉的課題への
対応に向けたソーシャルワーカー機能を強化するため
ワークショップ、アンケート調査を実施した。

1　ワークショップ開催　２回
2　ワークショップ参加者　延べ５２名
3　アンケート調査　４９９６件

継続 青少年課 こども政策課

4 1 3

既存公共施設の学習ス
ペース等の開放

地区センター・公民館において図書コーナーや学習
スペース等を設置します。

地区センターでの学習室開放
・桜井、新方、大袋、荻島、出羽、蒲生、大相模、
越ヶ谷、北越谷、千間台記念会館にて、学習室の一部
等を開放した。

1　施設、部屋名、開催回数、参加者数
(1) 桜井　学習室A,B,C,D　8/9～3/29（53日間）179
人
(2) 新方　展示・談話コーナー　7/22～3/31（222日
間） 110人
(3) 大袋 小会議室 7/24～8/10（18日間） 4人
(4) 荻島　学習室C　8/2～8/31（26日間）69人
(5) 出羽　学習室A 8/1～8/30（19日間）4人、12/25
～1/6（3日間）2人、3/27～3/31（3日間）0人
(6) 蒲生　学習室A,B,C,D
7/22～8/31（13日間）49人、12/24～1/6（7日間）18
人
(6) 大相模　学習室A　8/1～8/24（22日間）34人
(7) 越ヶ谷　小会議室1,2　8/1～3/29（33日間）9人
(8) 北越谷　小会議室、和室　7/24～8/25（5日間）0
人、12/25～1/4（2日間）2人
(9) 千間台記念会館　小会議室　7/24～8/10（18日 継続 市民活動支援課

4 1 3

街区公園等の整備 こどもや親子連れをはじめ、多くの市民が日常的な
レクリエーションやコミュニティの場として、安
心・安全に利用できる街区公園等の確保に努めま
す。

こどもや親子連れをはじめ、多くの市民の身近なレク
リエーションや交流の場として、また、災害時の一時
避難場所としても利用できるよう、公園予定地の整備
や測量業務委託を進めた。（土地区画整理地外の公園
予定地の整備含む）

花田第六公園　木製太鼓橋　撤去・新設
（仮称）大成町公園整備に係る測量業務委託
（仮称）平方公園設計再検討業務委託

継続 公園緑地課

4 1 3

子ども食堂への支援事業 こどもの居場所づくりを促進し、適切な支援につな
げるため、子ども食堂を運営する団体に対し、事業
費を補助することで、運営の健全化を促すとともに
新たな子ども食堂の開設を推進します。

運営の健全化及び子ども食堂の新規開設の推進を目的
として、子ども食堂を運営する団体に対して事業費の
補助を実施した。

補助金交付件数　　　7件

継続 子ども施策推進課 こども政策課

4 1 3

こどもの居場所づくり事
業

市と地域をつなぐ機能を持つこどもの居場所支援団
体（中間支援組織）が、協働してこどもの居場所づ
くりを支援することで地域の課題解決を目指しま
す。

中間支援組織の機能を持つＮＰＯ法人と「こどもの居
場所」に関する協定を締結し、中間支援組織との協働
によるこどもの居場所づくりを推進する環境を整備し
た。

協定締結によりこどもの居場所づくりを推進する環境を整備
した。

拡大 子ども施策推進課 こども政策課
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④こどもが成長できる場や機会の提供
多様な体験の場の提供

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

4 1 4

乳児等通園支援事業（こ
ども誰でも通園制度）※
再掲

保護者とともにこどもの成長を支援していくことを
目的に、保護者の就労要件の有無等に関わらず一時
的（時間単位）に保育を行います。

令和7年7月から4事業所において施行的に乳児等通園支
援事業を実施するとともに、説明会等を通して令和8年
度開設予定の事業者を広く募った。

1　延べ利用時間数（R7.7～R8.3）
　6,138時間
（0歳児：3,233時間、1歳児2,432時間、2歳児：472時間）

2　令和8年度開設予定事業所
   一般型      8事業所
　 余裕活用型　2事業所 継続

子ども施策推進課
保育入所課 保育支援課

4 1 4

児童館の科学体験事業 科学に対する興味・関心を養うため、遊びながら科
学に親しめる様々な事業を開催します。

　児童館コスモスでは「天文と科学」、児童館ヒマワ
リでは「生物と環境」をテーマに、科学教室や科学工
作等様々な科学体験事業を実施した。

1　児童館コスモス
  (1)実施事業数    25事業
  (2)総実施回数     199回
  (3)総参加者数  　2,813人

2　児童館ヒマワリ
　(1)実施事業数　  25事業
  (2)総実施回数　   611回
  (3)総参加者数 　18,938人 継続 青少年課 こども政策課

4 1 4

児童館の世代交流・伝承
遊び事業

世代を越えた交流や、昔ながらの遊びに触れられる
様々な事業を開催します。

　世代間交流、地域交流の事業、伝承遊びの講習会等
を開催した。

1　児童館コスモス
　(1)お茶教室
　　開催回数     1回　 参加者数    11人
　(2)流行と伝承のあそび
　　開催回数   　1回　 参加者数  　55人
　(3)お手玉で遊ぼう
　　開催回数　   4回　 参加者数　  12人
　(4)竹馬や羽根つきで遊ぼう
　　開催回数   　3回　 参加者数  　26人
  (5)親子でお琴に挑戦！
　　開催回数   　1回　 参加者数    13人

2　児童館ヒマワリ
　(1)茶道教室
　　開催回数　   1回　 参加者数　  12人
　(2)大型すごろくで越谷博士になろう！
　　開催回数　   1回　 参加者数　  18人
　(3)越谷いろはかるたでハッピーニューイヤー
　　開催回数　   1回　 参加者数  　10人
　(4)親子でお箏に挑戦！
　　開催回数   　1回 　参加者数  　13人

継続 青少年課 こども政策課

4 1 4

児童館の天文普及事業 望遠鏡や展示物等に触れる機会を提供し、児童の天
文に関する興味・関心を養います。

　プラネタリウム投影や、天体観望会等を行った。 1　児童館コスモス
  (1)実施事業数    10事業
  (2)総実施回数     455回
  (3)総参加者数  　6,411人 継続 青少年課 こども政策課

4 1 4

児童館の学校支援事業 体験型学習（学校団体利用）や、出張授業、社会体
験事業等を行うことにより、こどもの多様な体験の
場を提供します。

　体験型学習（学校団体利用）や、出張授業、社会体
験事業・ビデオ視聴・プラネタリウム投影等を行っ
た。

1　児童館コスモス
  (1)実施事業数   2事業
  (2)総実施回数     5回
  (3)総参加者数  　89人

2　児童館ヒマワリ
　(1)実施事業数　  4事業
  (2)総実施回数　    9回
  (3)総参加者数　　407人 継続 青少年課 こども政策課

4 1 4

子ども健全育成事業 学童野球大会、ドッヂビー大会、かるた取り大会等
各種大会を開催し、青少年健全育成を図ります。

　地域における親子同士の交流機会や子育て支援に関
わる人材確保のため各種事業を開催した。

１　学童野球大会　４回
２　防災ディキャンプ　２日間
３　少女ポートボール大会　１回
４　ドッチビー大会　１回
５　郷土かるた取り大会　２回

拡大 青少年課 こども政策課

4 1 4

地区センター・公民館等
による体験学習・各種講
座

こどもが地域の中でふれあい、地域の特色を生かし
た学びを通して豊かな心を育むことができるよう、
各種講座を開催し、体験学習の場を提供します。

各地域の特色を生かしながら講座・学級を開催し、学
校以外の場における学びの提供に寄与した。

１各種学級・講座
（１）延べ開催回数　　　     295回
（２）延べ参加者数　　     4,977人 継続 生涯学習課

4 1 4

文化財等の活用による体
験学習

大間野町旧中村家住宅及び旧東方村中村家住宅にお
ける社会科見学の受け入れや伝統文化体験講座等を
開催し、文化財や伝統文化に触れる機会を提供しま
す。

市内外の小学校の社会科見学を受入れるほか、昔の暮
らしに触れたり、伝統文化を体験する機会として各種
イベント・講座を実施し、多くの親子が来館した。

1　社会科見学受入れ　　　　　  9校
2　イベント・講座開催数　　　 18回
3　イベント・講座参加人数　1,954人

継続 生涯学習課

4 1 4

郷土芸能体験教室 囃子・神楽・木遣などの郷土に伝わる芸能・文化の
保存と継承を図るため、体験学習の場を提供しま
す。

越谷市郷土芸能保存協会会員に講師を依頼し、小学生
以上の市民を対象に、市内伝統芸能である囃子・伝承
民謡、民舞について学習・体験する郷土芸能体験教室
を開催した。

1　開催回数　　2回（伝承民謡の体験、お囃子の体験）
2　参加者数　  56名

継続 生涯学習課
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4 1 4

科学技術体験センター事
業

観察や実験、工作などの体験を通して、楽しみなが
ら科学への興味・関心を高め、創造性豊かな児童・
生徒の育成を図るための参加型施設として多様な事
業を実施します。

市内小学3・5年生を対象にした学校利用事業におい
て、学校では扱うことが難しいテーマを、それぞれの
学年の児童の発達段階に応じて実施できるよう、指導
過程や内容の見直しを行うとともに、新規メニューを
開発し実施した。また、小学校1・2年生を対象とし
た、低学年向けのプログラミング授業を年10日程度実
施するなど、児童がその発達段階に応じた体験の場を
設けた。
企業の社会貢献活動を利用した実験・工作教室、高等
学校や大学の先生が主体となった実験教室やサイエン
スショーを行い、地域資源を活用した各種講座を設定
した。ライフステージに合わせて講座を選択できるよ
う年齢別の講座を設け、こどもから大人まで体験を楽
しめるよう努めた。

1　開催回数・参加者数
　(1)学校利用　29校　5,740人
　(2)特別な支援を要する児童・生徒を対象とした
　　科学工作体験事業　　　　　　　2団体　　38人
　(3)低学年向けプログラミング授業　10校　851人
　(4)大学生向け科学啓発指導法講座　1回　1人
　(5)学校教材開発・貸出事業（アウトリーチ事業）
　　　　　　　　　　　　　　　　　 5校　836人
　(6)科学講座　227事業　101,713人
      内訳
ア　科学実験体験　445回　3,070人
イ　科学工作体験　511回　3,146人
ウ　科学講座　　　80事業　3,416人
エ　サイエンスショー　296回　20,876人
オ　ムーンウォーカー　295日　4,975人
カ　インタラクティブ体験装置　304日　27,322人
キ　ワークショップ　304日　21,508人
ク　その他委託事業　140日　17,400人
　(7)企画展示事業　5事業
　(8)その他の事業　12事業　1907人

継続 生涯学習課

4 1 4

ボランティア体験活動の
推進

小中学校での総合的な学習の時間等において、体験
的な学習を通して、地域社会の人たちとふれあう機
会を提供します。

児童生徒は、生活科や総合的な学習の時間や学校行事
等で、福祉や環境について体験的に学んだ。具体的に
は、障がいのある方や高齢者の疑似体験等を通して、
その困難さを感じ取り、自分たちができることは何か
を考え、実践した。また、環境保全のために自分たち
ができることを考え、家庭・地域で実践した。

1　小・中学校で以下の体験活動を実施
・福祉体験
・社会奉仕体験
・交流体験
・自然体験
・文化芸術体験 継続 指導課

4 1 4

環境学習活動の推進 生物多様性子ども調査や、市民団体との協働による
環境イベント、小中学校での出前講座を実施しま
す。

【環境政策課】
　生物多様性子ども調査や、市民団体との協働による
環境イベント、出前講座を実施した。また、市内各小
中学校の環境教育主任等を対象とした研修会で説明を
実施した。

【環境政策課】
（1）生物多様性子ども調査　サポーター派遣回数
　　   １７校　延べ ３３回
（2）市民団体との協働による環境イベント
     ５回　２４６名
（3）出前講座　授業 ７回　１１７２名 継続 環境政策課
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読書に親しむ環境づくり

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

4 1 4

児童館の読み聞かせ 語り手・読み手から直接児童に感動が伝わるような
本の読み聞かせや紙芝居・人形劇を定期的に実施す
るほか、館内の児童向け図書の貸し出しを行いま
す。

　おはなしタイム、ちびっこおはなし会、図書の貸出
等を行った。

1　児童館コスモス
　(1)おはなしタイム
　　開催回数   106回　参加者数  1,446人
　(2)図書の貸出
　　開催回数   102日　利用者数  　419人
  (3)ひろばであそぼう
　　開催回数　  12回　参加者数    270人
　(4)おはなし広場
　　開催回数　　 3回　参加者数　 　51人
　(5)楽しいわらべうたと人形劇
　　開催回数　　 1回　参加者数　 　43人
　(6)小さい子のための人形劇
　　開催回数　　 1回　参加者数　 　55人

2　児童館ヒマワリ
　(1)ちびっこおはなし会
　　開催回数   228回　参加者数  3,625人
　(2)図書の貸出
　　開催回数 　267日　利用者数  3,445人
  (3)子育てひろば　おはなし会
　　開催回数  　12回　参加者数 　 173人
　(4)グラン・マのおはなし会
　　開催回数    21回　利用者数 　 495人
  (5)図書ボランティアおはなし会
　　開催回数　　33回　利用者数    394人
  (6)おはなし会
　　開催回数　　4回　利用者数     254人
  (7)わくわく人形劇
　　開催回数　　 2回　 利用者数   117人

継続 青少年課 こども政策課

4 1 4

市立図書館及び北部・南
部・中央図書室の各種
「おはなし会」

こどもたちに「おはなし」のおもしろさや絵本を読
んでもらう楽しさを伝え、自主的な読書活動へつな
げることを目的に、ストーリーテリング（昔話など
の語り）と絵本の読み聞かせを行います。

市立図書館および中央図書室において職員によるおは
なし会を開催した。対象は4歳から小学生で、ストー
リーテリングや絵本の読み聞かせを実施し、紹介した
本の貸出しを行った。
南部図書室では、越谷おはなし勉強会に依頼し、幼児
および小学生対象のおはなし会を開催した。
越谷市地域家庭文庫連絡会による年齢を問わず参加で
きるおはなし会を、市立図書館・中央図書室・北部図
書室で開催した。

市立図書館おはなし会（親子おはなし会含む）
　開催回数：45回　　参加者数：263人
中央図書室おはなし会
　開催回数：12回　　参加者数：47人
南部図書室おはなし会
　開催回数：24回　参加者数：278人
文庫のおへやわくわくおはなし会
　市立図書館　　開催回数：12回　  参加者数：108人
　中央図書室　　開催回数：11回 　 参加者数：79人
　北部図書室　　開催回数：10回　  参加者数：52人 継続 図書館

4 1 4

市立図書館及び北部・南
部・中央図書室での乳幼
児対象の読み聞かせ

絵本やわらべうたを、他の参加者と交流しながら、
親子で一緒に楽しむ時間を提供するとともに、図書
館利用の促進を図ります。

市立図書館、南部図書室、中央図書室において、乳幼
児と保護者を対象とした行事を開催し、絵本の読み聞
かせに加え、わらべうたを取り入れることで、親子や
参加者同士の交流を促進し、共に楽しむ場を提供し
た。
また、北部図書室のおはなし会（年齢不問）におい
て、乳幼児が参加した際には、わらべうたをプログラ
ムに組み込み、実施した。

「ちびうさちゃんのおへや」
　開催回数：12回　　参加者数：395人
「うさこちゃんのおへや」
　開催回数：12回　　参加者数：139人
「ちびくまちゃんのおへや」
　開催回数：24回　　参加者数：398人
「ちびねこちゃんのおへや」
　開催回数：12回　  参加者数：101人

継続 図書館

4 1 4

市立図書館の各種行事・
講座等

こどもたちの読書活動の推進を図るため、また、図
書館利用の機会を提供するため、こども向けの各種
行事・講座等のほか、こどもを取り巻く大人を対象
とした講演会等を開催します。

こども向けの各種行事・講座等のほか、こどもを取り
巻く大人を対象とした児童文学講演会を開催した。

「夏のこども会」
　開催回数：2回 　　参加者数：72人
「夏休みこども読書くらぶ」
　開催回数：4回 　　参加者数：78人
「親子で楽しむ絵本とわらべうた」
　開催回数：全3回　 参加者数：延べ61人
「親子で楽しむ絵本の世界」
　開催回数：1回 　　参加者数：21人
「こども映画会」
　開催回数：6回　 　参加者数：108人
「児童文学講演会」
　開催回数：1回 　　参加者数：108人
その他こども向け講座・講演会・ワークショップ
　開催回数：11回　　参加人数：186人（同伴保護者含む）

継続 図書館
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4 1 4

学校・保育所等へのサー
ビス

こどもの読書活動の推進を支援するため、学校や学
校図書館のほか、市内保育所等施設へのサービスを
行います。

学校や学校図書館のほか、市内保育所等施設へ、団体
貸出等の各種サービスを行った。

1 学校への団体貸出
　延べ19校　貸出冊数609冊
　（内移動図書館配送サービス　延べ10校　348冊）
2 小学校の図書館見学受入れ
　2校　149人（引率含む）
3 中学校職場体験受入れ
　1校　1名
4 学校・保育所等施設への図書館資料の所管換え
　1,629冊
5 保健センターへの絵本の配本
　85冊
6 学童保育室団体貸出
　16,394冊(学童保育室57か所)
7 学校図書館運営ボランティア向け講座の開催
　初級者編　全3回　延べ82人
　中級者編　全2回　延べ30人 継続 図書館
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豊かな心を育む事業の推進

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

4 1 4

心の教育の推進 小中学校での道徳の授業を中心に、学校教育全般に
渡って道徳教育の充実を図ります。道徳教育振興会
議の活動を通して、家庭や地域と協力しながら、児
童生徒の豊かな心を育成します。

各学校の計画に基づき道徳教育を実施するとともに、
道徳教育推進校での「心の教育研修会」や「現地研修
会」による講演会や授業研究を通して、道徳教育の推
進や道徳科の授業の質の向上を図った。また、越谷市
道徳教育振興会議事業報告書をまとめ、市内各小・中
学校、道徳教育推進園・校、関係機関等に配付し、豊
かな心を育むための取組について共有した。

各校の計画にもとづく道徳教育の実施実績
(1)心の教育研修会
　参加者数　47名
(2)道徳教育推進園・校連絡協議会　参加者数　10名
(3)現地研修会（感染症流行のため延期）
　参加者数　道徳教育振興会議委員3名
(4)道徳教育実践発表会
　参加者数　110名 継続 指導課

4 1 4

「人権の花」運動 人権擁護委員と連携し、児童が互いに協力しあって
草花等を栽培する活動を通じ、相手の立場を考える
こと、協力し合うこと、感謝することなどの重要性
を学ぶとともに、思いやりの心を育むことを目的と
して、小学校に花の苗やプランター等を提供しま
す。

　市内小学校２校に花の苗及び球根等を提供し、人権
擁護委員の協力を得て、提供物品等の贈呈式を行うと
ともに、児童と花の植栽を行った。

①越谷市立越ヶ谷小学校
【日時】令和7年9月25日（木）
【対象】贈呈式：4年生児童（121人）
　　　　植栽：4年生児童（61人）
【配布物品】なでしこ苗、チューリップ球根、プランター、
培養土、肥料
②越谷市立西方小学校
【日時】令和7年9月26日（金）
【対象】贈呈式：4年3組児童（29人）
　　　　植栽：4年3組児童（29人）
【配布物品】同上 継続

人権・男女共同参画
推進課

4 1 4

幼稚園児保護者に対する
映画会及び座談会

人権擁護委員と連携し、幼稚園児及び保護者を対象
に人権映画会（アニメ）と座談会を実施し、親子に
共通の話題を提供するとともに、子育てやいじめ等
の人権問題について意見交換を行い、家庭における
人権教育を推進します。

　幼稚園児及びその保護者を対象に、人権啓発ビデオ
「ねずみくんのきもち」を上映後、子育てやいじめ問
題等に関する座談会、啓発物の配布とアンケートを実
施した。

①認定こども園小牧
　【日時】令和7年5月20日（火）
　【内容】人権啓発ビデオ「ねずみくんのきもち」上映、子
育てやいじめ問題等に関する座談会、啓発物の配布、アン
ケートの実施
　【参加者数】幼稚園児48人、保護者9人
②さくら幼稚園
　【日時】令和7年5月23日（金）
　【内容】同上
　【参加者数】幼稚園児32人、保護者18人 継続

人権・男女共同参画
推進課

4 1 4

人権教室の実施 人権擁護委員と連携し、小学校３・４年生を対象
に、発達段階において人権感覚を身につけることを
目的として、いじめ問題に関する人権教室(授業)を
実施します。

　人権擁護委員の協力を得て、人権啓発ビデオ「プレ
ゼント」を活用し、いじめ問題に関する授業を行っ
た。

①越谷市立大相模小学校
【日時】令和7年11月4日（火）
【参加者】3年生（147人）
【内容】人権啓発ビデオ「プレゼント」を活用した授業
②越谷市立大袋東小学校
【日時】令和7年11月12日（水）
【参加者】4年生（66人）
【内容】同上
③埼玉県立越谷総合技術高等学校
【日時】令和8年3月18日（水）
【参加者】1～2年生（425人）
【内容】人権全般に関する授業、ＬＧＢＴＱ＋に関する授業

継続
人権・男女共同参画
推進課
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(2)家庭・学校・地域の連携の推進
①地域住民との交流の促進

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

4 2 1

学校応援団の推進 学校応援団の活動を通じて、学校における学習活
動・安全確保・環境整備などのボランティアとし
て、地域の参加・協力を積極的に進め、家庭・学
校・地域が一体となってこどもの育成を図ります。

各学校の実施計画に基づき、交付金措置を講じ、学校
応援団活動を推進し、実践報告書をまとめた。さらに
学校応援団づくり推進委員会、実践発表会を開催し、
学校応援団活動の充実を図った。

1　市内小中学校　活動延べ回数（延べ人数）
(1)学習支援　960回（3,667人）
(2)環境整備　898回（4,526人）
(3)登下校安全指導4,562回（76,332人）
2　学校応援ボランティア実人数　約94,896人
3　推進委員会　2回
　・第1回地域学校協働活動、コミュニティ・スクールの推
進について
・第2回代表校実践発表（花田小学校・新方小学校・新栄中
学校）
4　実践報告書の作成・配付 継続 指導課

4 2 1

部活動外部指導者派遣 中学校部活動において、より専門的な技術指導を可
能とするため、外部指導者として地域の教育力の活
用を進めます。

　中学校部活動において、より専門的な技術指導を可
能とするため、外部指導者として地域の教育力の活用
を進めた。

（1）対象　市内15校　49部活
（2）外部指導者登録者数　49人
（3）派遣回数　2,248回 継続 指導課

4 2 1

小中学校体育施設開放 小中学校体育施設を学校教育に支障のない範囲で開
放し、地域指導者による青少年のスポーツ・レクリ
エーションの普及・振興を図ります。

　小・中学校体育施設を、各13地区スポーツ･レクリ
エーション推進委員会の協力の下、地区住民のスポー
ツ・レクリエーション活動及び地区住民が組織的に行
うスポーツ･レクリエーション活動を対象に開放した。
1　開放日(原則)
　(1)小学校　　　　 土曜午後･日曜･祝日･
　　　　　　　　　  夏季休業中の平日
　(2)中学校　       　日曜･祝日
　(3)ナイター利用　 4月～11月
　　　　　　　　　  午後7時～9時
　　　(ナイター照明施設がある学校のみ)

1  屋内運動場
　(1)小学校 29校　 利用件数　4,097件　利用者数
77,069人
　(2)中学校  15校　利用件数　331件　利用者数   4,939
人
2  屋外運動場
　(1)小学校 29校　利用件数　7,295件　利用者数
126,203人
　(2)中学校 15校　 利用件数　873件　利用者数   27,074
人
3　合計
　(1)利用件数  12,596件
　(2)利用者数   235,285人 継続 スポーツ振興課

②個性豊かな学校づくり

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

4 2 2

中学校選択制 現在の通学区域制度を維持していくことを基本と
し、その上で、他の中学校への通学を希望する就学
予定者や保護者の意向にできるだけ沿って、就学す
る学校の指定を行います。

　中学校選択制の趣旨と制度を周知するため、中学校
就学予定者の保護者を対象にした説明会を在籍小学校
で実施、併せて各中学校において学校公開を開催し
た。中学校選択申請書を該当となる全就学予定者の保
護者から受理し、申請（一部抽選）に基づいて就学校
を指定した。

1　説明会開催回数　各小学校2回
2　学校公開　各中学校　半日1コマで3～4回程度　学校説明
会2回以上
3　越谷市内の中学校を紹介する冊子の作成と対象者への配
布、地区センター等への展示公開
4　基本学区以外の中学校を選択申請した就学予定者数
　（当初）247人（10月末時点）
5　定員超過のため抽選を実施した中学校
　2校（中央中、北中）
6　申請及び抽選により基本学区外に就学した生徒数
　（最終）185人 継続 学務課

4 2 2

市内全小中学校学校運営
協議会

学校が委員の意見を積極的に取り入れることによ
り、魅力ある教育活動を展開するとともに、地域に
一層開かれ、地域に根ざした特色ある学校づくりを
推進します。

　学校行事や年間計画における教育活動の理解を求
め、賛同を得ることにより、地域や保護者へのパイプ
役となることができた。「学校と地域が情報を共有す
るようになった」や「管理職の異動があっても委員は
継続のため、継続的な学校運営の一助となっている」
などの意見もあり、学校・家庭・地域の相互理解が図
られている。

1　市内学校運営協議会委員
　　240名
2　開催回数
　　1校あたり年間3回

継続 指導課
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③家庭や地域の教育力の向上

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

4 2 3

「子育て講座」「家庭教
育学級」の開催（家庭教
育支援）

地域社会全体で家庭教育を支援するため、子育て中
の親を対象に埼玉県家庭教育アドバイザー等を講師
とする「子育て講座」や公民館における「家庭教育
学級」を開催し、家庭の教育力の向上に取り組みま
す。

子育て中の親を対象とした「子育て講座」について
は、保護者の待機時間を設けることが困難な学校は講
義の実施に代えて資料を配付した。
また、各公民館において「家庭教育学級」を実施し、
家庭の教育力向上を図った。

子育て講座
実施対象：市内小学校　29校
　　　　　市内中学校　15校
1　小学校　　21校　参加者数 1,626人（講座実施）
　　　　　    8校　対象者数   750人（資料配付）
2　中学校　  15校　参加者数 2,441人（講座実施）
公民館における家庭教育学級
乳幼児期　45回    延べ参加者数　　755人
成人期　　14回    延べ参加者数　　252人
合計　　　59回    延べ参加者数　1,007人 継続 生涯学習課

4 2 3

地域活動の支援 地域で行う世代間交流事業などの地区まちづくり事
業を支援します。

地区まちづくり助成金による地区コミュニティ推
進協議会事業（世代間交流事業など）への支援

1　開催概要、参加者数
⑴ 桜井地区　さくらいカフェ　22名
⑵ 桜井地区　花いっぱい運動　53名
⑶ 桜井地区　農業体験教室　56名
⑷ 新方地区　コミュニティ農園　約500名
⑸ 新方地区　じゃがいも,コスモス等育成事業　約80
名
⑹ 増林地区　菜園体験　延べ143名
⑺ 荻島地区　世代間交流事業　ふれあいの集い　350
名
⑻ 荻島地区　子ども農業体験事業　202名
⑼ 荻島地区　コミュニティサロン「ふれあいカ
フェ」　202名
⑽ 出羽地区　チューリップ育成事業　約10,000名
⑾ 出羽地区　出羽公園緑化活動　250名
⑿ 出羽地区　ボッチャ体験会　25名
⒀ 蒲生地区　三世代交流ふれあい広場　55名
⒁ 蒲生地区　三世代交流ふれあいハイキング　29名
⒂ 大相模地区　コミュニティ芋掘り会　延べ163名
⒃ 越ヶ谷地区　世代間交流促進事業紅白玉入れ大会
29名
⒄ 越ヶ谷地区　世代間交流促進事業ふれあい昔遊び 継続 市民活動支援課

4 2 3

地域によるこども・若者
支援

地域の関係機関と連携し、困難を有するこども・若
者への切れ目のない支援体制の整備を進めます。

青少年問題協議会において、様々な団体が集まり、若
者支援に関して情報共有、連絡調整を行った。今後は
さらなる連携支援を行える体制づくりを検討してい
く。

1　回議開催　2回
2　延べ参加者数　49人

継続 青少年課 こども政策課

4 2 3

家庭・学校・地域が連携
した見守り支援

子育てに関しての不安や悩み等の相談を受け、適切
な指導・助言を行うとともに、他の機関への案内を
行います。また、市内の児童福祉施設や学校、児童
相談所など関係機関との連携を図り、虐待の発生予
防、早期発見と早期対応に努めます。

地域におけるこどもの安全に寄与するため、こどもの
見守り活動の支援等を行った。

児童相談所全国共通ダイヤル「189（いちはやく）」を市施
設等に配架

継続 こども家庭センター
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(3)こども・若者の健全育成と自立支援
①こどもに対する保健教育の推進

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

4 3 1
青少年の非行・被害防止
啓発キャンペーン

市公式SNS等を活用し、青少年への非行・被害防止
の啓発を行います。

越谷市公式ホームページや市のＳＮＳ等を利用し、啓
発を行った。

越谷市ホームページ、インスタグラム掲載
継続 青少年課 こども政策課

4 3 1

思春期保健講座 小中学校等で、いのちの大切さについて健康教育を
行い、お互いを尊重するとともに健康についての知
識を深める取組を実施します。

　市内小中学校に、いのちの大切さについて健康教育
を行い、お互いを尊重するとともに健康についての知
識を深める取組を助産師会に委託して実施した。

1　実施校数　4校
2　参加児童数　271人
3　参加保護者数　39人 継続 健康づくり推進課 こども家庭センター

4 3 1

学校における「生命の安
全教育」の推進

小学校低学年からの性に関する指導について、各小
中学校で実施し、正しい理解促進を図るとともに、
正しい異性観について理解を深める取組を実施しま
す。

各校体育科年間指導計画に設定
年齢期に応じた指導内容例を周知

各校の指導計画による

継続 指導課

4 3 1

性と生殖に関する健康と
権利に関する啓発

性や身体のことを自分で決め、守ることができる権
利について知ることができるよう、また、誰もが性
犯罪の加害者、被害者、傍観者にならないよう、講
座の開催等による啓発を実施します。

一生を通した性ホルモンの変化や女性・男性別の更年
期特有の不調原因と対策を解説する講座を実施した。

【日時】令和8年2月21日（土）14：00～16：00
【場所】男女共同参画支援センター「ほっと越谷」
【参加者数】10人
【内容】女性と男性の更年期講座～モヤモヤの正体を知って
対策しよう～ 継続

人権・男女共同参画
推進課

②就労や職業を考える教育機会の提供

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

4 3 2

進路指導・キャリア教育
の推進

地域等学校以外で様々な体験活動や人々とのふれあ
い等を通して、みずみずしい感性や社会性、自律心
を養い、たくましく豊かに生きる力を育みます。

「働くこと」について、各学校の実態に応じて、職場
体験学習を行ったり、地域の方や保護者等を講師とし
て招き講話や授業等を実施したり、職業調べ学習を
行ったりした。このことにより、生徒は「働く」こと
について主体的に学ぶことができた。さらに、地域に
よって支えられていることを実感でき、生徒の興味・
関心に寄り添ったキャリア教育を実施した。

1　実施校数　市内全中学校15校

継続 指導課

4 3 2

地場産業見学・体験 地場産業の現場を見学・体験することで、地域の伝
統への理解と興味を深めるとともに、将来的な消費
者としての地盤とシビックプライドの醸成を行いま
す。

　小学生による地場産業事業所への見学や体験づくり
などを実施した。

１　協力事業所数　　9事業所
２　実施校数　　　　14校
３　参加児童　　　　1,187人

継続 経済振興課

③若者の交流と活動の場の充実

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

4 3 3

中・高校生を中心とした
若者が過ごす場所や機会
の充実

中・高校生を中心とした若者が主体的に活動できる
場を整備し、若者の居場所づくりを推進します。

　こどもの居場所づくりに関する指針により中高校生
を含めた居場所の機能、不登校などの福祉的課題への
対応に向けたソーシャルワーカー機能を強化するため
ワークショップ、アンケート調査を実施した。

1　ワークショップ開催　２回
2　ワークショップ参加者　延べ５２名
3　アンケート調査　４９９６件

継続 青少年課 こども政策課

4 3 3

出会いサポート事業 結婚を希望する方を対象に出会いの機会を提供する
とともに、交際や結婚に至るまでのサポートを行う
事業を実施します。

出会いサポートの出張登録会の開催や、後援を行っ
た。

１　出張登録会　１回
２　後援実績数　１回

継続 子ども施策推進課 こども政策課
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④社会生活に困難を有するこども・若者の早期発見と支援

基本目標中柱 小柱 取り組み・事業名 事業の内容 令和７年度の取組み内容
令和７年度実績

（開催回数・件数・参加者数等）
次年度
取組み

担当課 変更後担当課

4 3 4

支援ネットワーク体制の
整備と相談体制の充実

地域の支援ネットワークと連携を図り、日常生活に
困難を有するこどもの相談に応じ、早期発見と支援
に努めます。

地域の支援ネットワークと連携を図るため、地域の関
係機関と交流を図り、関係機関向けに研修等を開催す
ることで、相談体制の充実を図った。

1 啓発研修会開催回数　　　5回
2 参加人数　　　　　　　579名

継続 こども家庭センター

4 3 4

ひきこもり相談支援 不登校等からひきこもり状態になっている当事者の
居場所をつくり、またその家族が気持ちを共有でき
る集いの場を設け、個別相談支援を含めた援助を行
います。

不登校等からひきこもり状態になっている当事者の居
場所をつくり、またその家族が気持ちを共有できる集
いの場を設け、個別相談支援を含めた援助を行った。

1　当事者の居場所
　 (1)開催回数　12回
　 (2)延べ参加者数　62人

2　家族のつどい
　 (1)開催回数　6回
　 (2)延べ参加者数　15人

3　個別相談
　 延べ相談件数　419件 継続 こころの健康支援室

4 3 4

若年者等就職支援事業 就職希望者を対象に、キャリアコンサルタントを配
置し、就職に向けた、きめこまやかで総合的なカウ
ンセリングを行い、就職支援を図ります。

就職を希望しながら、就職できずに悩んでいる若
年者や女性等を対象に、専門のキャリアコンサル
タントが就職に向けた相談、助言、情報提供など
の総合的コンサルティングを実施し、就職を支援
した。

1　相談者数　53人
2　終了者数　45人
3　就職者数   7人

継続 経済振興課

4 3 4

自立相談支援事業 経済的困窮や複合的課題を抱える若者等に対して、
各関係機関と連携を図り、自立に向けた包括的支援
を行います。

　こども・若者に関わる各関係機関と連携を図り支援
を行った。

こども福祉課及びこども家庭センター　25件
学校関係　1件
アスポート学習支援　7件
重層会議　6回 継続

生活福祉課（生活自
立相談よりそい）

4 3 4

就労準備支援事業 ひきこもり状態など、直ちに就労することが困難な
生活保護受給者又は生活困窮者の若者等に対し、一
般就労に従事する前段階の準備として、基礎能力の
形成支援を行います。

越谷市の引きこもりの現状把握につとめ、こころの健
康支援室と連携を図るべく打ち合わせ等を行った。

事業利用者数（令和7年度末時点）
　生活困窮者数：9人　被保護者数4人

継続 生活福祉課
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